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新型コロナウイルス調査対策特別委員会資料
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・警報継続に伴 うお願い (令和 3年 4月 16日 新潟県対策本部会議資料 )
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1 感染症患者の発生状況と感染防止に向けた啓発の実施について

(令和 2年 2月 29日 新潟県内初の感染症患者確認 (新潟市)) 単位 :(人 )

令和2年 4月

(4月 7日 市内最初の
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・公共施設、市内スーパーに感染防止ポスター掲示

広報上越とあわせチラシ全戸配布 (新型コロナ、流行期を迎

えるインフルエンザ等の予防について)

4
広報上越別冊

啓発冊子全戸配布

4 広報上越とあわせチラシ全戸配布 (症状がある場合の相
談・受診方法について)

4(4月 16日現在)

止に向けた市長メッセージ

18

1月 21日  連日の感染症発生に伴う市長コメント (感染対策の徹底、早期の相談・受診の呼びかけ)

2月 33

2月 24日  連日の感染症発生を受けて対策本部を開催 (飲食店利用者、事業者、市民に向けた呼びか
け) 2月 26日 飲食店向けチラシを配布

3月 7
当市における感染者数

令和 2年度合計    79人
令和 2年度からの累計 83人
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。市の広報上越やホームページ、上越タイムス市民の窓で注意喚起
・上越妙高駅、上越市役所、各区総合事務所等でデジタルサイネージ 。

ポスターによる注意喚起
・えちごトキめき鉄道、ほくほく線市内駅にポスター掲示

ライト
アップ

高田城

ライトアップ

広報上越とあわせチラシ全戸配布 (続けていこう !「新しい

生活様式」、「新しい生活様式」を取 り入れた夏の過ごし方)

・市によるSNS(LINE、 Twitter)で 随時情報発信
・路線バス、タクシーの側面・車内、えちごトキめき鉄道・

ほくほく線の車内にポスター掲示



2 新型コロナウイルスワクチンの接種について

佃)

①

65歳以上の市民の機種について

接種についての内訳 (4月 21日現在 )

※接種見込者数は今後変動の可能性あり

② 機種区分ごとの実施概要

ア 施設集団接種
・会場  :介護保険施設等の入所施設 (特別養護老人ホーム等)
。時期  :4月 21日 (水 )から

※施設従事者 4,000人 も同時に接種

ウ 集団機種

【会場】9会場

○平日会場
。会場  :上越休 日。夜間診療所
・時期  :5月 10日 (月 )か ら開始し、以降は平日 (月・火・水曜日)に実施
・受付  :8時 45分～16時 45分

○土日会場

イ 個別接種
・会場
。時期

・時期

・受付

:委託 した 76か所の医療機関
:5月 10日  (月 )か ら
※医療機関が接種 日・時間を本人に連絡 (医療機関の指示に従 う)

高田城址公園オーレンプラザ 上越地域医療センター病院

厚生連上越総合病院 ホテルハイマー ト

柿崎コミュニティプラザ ユー トピアくびき希望館

浦川原体育館 板倉農業者 トレーニングセンター

:5月 22日 (土)か ら開始
:9時～17時

【送迎】

○ 路線バスを利用する場合は、運賃を全額市が負担する。土日に路線バスの運行が少

ない 13区及び谷浜・桑取区においでイま、送迎バスを運行する。

【案内通知】

○ 市から、接種会場 。接種日・受付時間 (15分単位で指定)を示した案内を個別通知
○ 通知時期
・ 送迎バスを運行する予定の 13区及び谷浜 。桑取区、5月 10日 からの集団接種を開

始する地区の人…4月 下旬

2

対象者数 接種区分 接種場所 接種見込者数

61,500人

ア 施設集団接種 介護保険施設等の入所施設 5,000人

イ 個別接種 (往診含む) 医療機関 76か所 23,000人

ウ 集団接種 公共施設等 9か所 38,000人

エ 接種希望なし 500人



その他合併前の上越市の人…5月 上旬

※ 指定した会場 。日時で都合がつかない人は、コールセンター又は総合事務所に電

話あるいは市ホームページの専用フォームで連絡が必要

※ 送迎バスを利用する場合は、集団接種の案内に同封するハガキ又は市ホームペー

ジの専用フォームから連絡が必要

※ 案内には、「接種希望なし」の意向を確認するハガキを同封し、接種の希望がな

い人を把握する。

O実施期間 それぞれの機種区分の開始日から、2回目の接種を含め7月 中旬までに終了予定

(2)16歳から64歳の市民の機種について (予定)

・対象者数  :H7,000人

・接種時期  :個別接種 (医療機関で接種 )
集団接種 (公共施設等で接種 )

備  考

:7月 中旬～11月 末

:7月 中旬～11月 末

。受付方法  :集団接種については、予約制とする予定

住民登録している自治体が接種券を作成し、送付することとなつており、居

住地と接種する自治体が異なる場合は、住民登録している自治体から事前に

接種券を受け取つた上で、接種希望の自治体に申請する必要がある。

131 市コールセンターの状況

。開設時間  :月 曜日から金曜日 (祝 日を除く)の 9時～17時
。電話番号  :02卜5208870、 025-526-4382
・受付体制  :下記のとおり

※ゴールデンウィーク期間中の 5月 3日 、4日 、5日 は開設

(4)市のワクチン機種に従事される医療従事者について
集団接種の模擬接種を兼ねて接種を行い、流れを確認
。実施日 :1回 目…4月 11日 (日 )、 2回 目…5月 2日 (日 )

3

経過 電話回線数など 人員体制

3月 31日 (水 ) 10回線 10人体制
4月 7日 (水 ) 市ホームページの専用フォー

ムを開設

4月 9日 (金 ) 18回線 (当初から8回線増) 18人体制 (同 8人増)
4月 19日 (月 ) 23回線 (当初から 13回線増) 28人体制 (同 18人増)



3 経済対策等の事業の進捗状況等について

(1 2 3月 31日

実施 対象者区分 区分 事業数 歳出決算見込額 (単位 :千円)

給付 8 19,689,732

助成 1 730

貸付 3

猶 予 4

個人

減免 2 4,198

猶予 5個人・

事業者 減免 1

給付 11 1,982,250

助成 1 5,286

軽減 2

市
(39事業 )

事業者

減免 1

給付 5

貸付 2

控除 2

個人

猶予減免 2

1

〕殉成 1

個人・

事業者

予附 1

ざ付 10 75,962
!付 7

月 5

事業者

酪14↓ 1

時
幹 )

７

ヽ

３

国

＜

76 21,758,158

の イま

(2) 者予不日3 4 16日

らゝ31ページまで

※ 6ペー 力再 17 で
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対象者区分 区分 事業数 予算額 (単位 :千円 :実施

給付 5 545,445

助 成 1 12,190

貸付 3

猶 予 4

減免 2

個人

猶予 2

減免

個人・

事業者
8 1,056.597給付

助成 1 9,395

軽減 2

市
(29事業)

事業者

減免 1

給付 3

貸付 2

控 除 1

個人

猶予減免 3

給付 1

助成

個人・

事業者

寄附

給付 6

貸付 7

助成

国、県等
(23事業)

事業者

寄附

計 52 1,623,627

※ イま 18



新型コロナウイルス感染症に伴う経済対策事業一覧

1,156,597千円

《令和 3年 3月議会先行議決分》 R3.3/3か ら申請受付開始、受付期間延長
【産業政策課】

新型コロナウイルス感染症の感染者増加の影響の長期化により、複数月にわたり著しく売上が減少している

中小企業者等へ支援金を交付する。

O 対 象 者  市内に事業所を有する中小事業者等 (性風俗特殊営業等一部を除き全業種)
O 給付額等  売上減少率、売上規模に応じて、下記の表に定める額を給付

区 分

2018年 11月 以降の月平均売上
(～2019年 4月 )

1,000万円超
500万円～
1,000万円

500万円以下

2020年 ■月以降 ※第3波影響下
(～2021年 4月 )の各月の売上高と
2018年 11月 以降 ※コロナ禍前
(～2019年 4月 )の各月の売上高を
それぞれ同月で比較

3か月連続 50%以上減少 1,000千 円 500千円 300千円

2か月連続 50%以上減少 500千円 250千円 200千円

3か月連続 20%～50%減少
250千円 125千円 100千円

2か月連続 25%～50%減少

※ただし、2018年 11月 以降の月平均売上が表中の額よりも下回る場合は、月平均額が支援金の額

O 申請期間  令和 3年 3月 3日 ～7月 30日
O 執行状況  4/16現在 237件  59,446千円

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に伴い、商工会議所及び各区商工会が会費の減免を行 う場合など

にかかる費用の一部を市が給付することにより、会員の負担軽減や団体の運営維持を支援する。

O 給付額等  上越商工会議所      27,830千 円
上越党市商工会連絡協議会  12,367千円

中小企業者等が制度融資を利用した際の信用保証料の全部及び借入禾U子の一部を補助する。

O 補助率等  信用保証協会保証料補助金  信用保証料の全額
利子補給補助金       借入利子 1.0%、 2年分相当額 (借入 1,000万円分を上限)

O 申請期間  (継続)～令和 4年 4月 30日

国が交付する雇用調整助成金に係る特例措置の延長を受け、同助成金の申請に必要な書類の作成を社会保険

労務士等に委託した中小企業者等への支援を追加する。

O 対 象 者  市内に主たる事業所を有する中小企業者等 (性風俗特殊営業等一部を除き全業種 )
O 補助率等  1/2(従業員 20人以下は 10/10) 上限額 100千円
O 申請期間  (継続)～令和 3年 6月 30日

新型コロナウイルス感染症の感染予防のために、中小企業者等が市内事業者に発注して実施する店舗の改装

工事に要する経費を補助する。

O 対 象 者  次の業種を営む市内に居住 している個人事業主、市内に本社を有する法人
(小売業、飲食業、宿泊業、生活関連サービス業、娯楽業、運輸業、卸売業、不動産業、物品賃貸業及び学習支

援業のほか、その他市長が認める業種 (接客、来客など顧客と封面する業種)を営むもの)

O 対象事業  新型コロナウイルス感染症予防を目的に市内事業者に発注する改装工事
O 補助率等  10/10 上限額 200千円
O 申請期間  令和 3年 3月 3日 ～7月 30日
O 執行状況  4/16現在 74件  14,210千 円 (申請 :133件 24,976千円)

商工団体等が実施するプレミアム付商品券発行事業に対し、プレミアム付商品券の換金額のうちプレミアム

分相当額及び事業実施に係る経費の一部を補助する。

O対 象 者
参加店舗数 補助上限額

20以下 2,500千円

21-40 5,000千円

41-60 7,500千円

61-80 10,000千 円

81以上 12,500千 円

O 対象経費

O 補助率等

O 申請期間
O 執行状況 4/16現在 3件 17,719千 円 (申請 :11件 78,188千円)

中小企業者等が行 う事業継続に向けた新たな取組や販路開拓、新商品。新サービスの開発等に要する経費を

補助する。

O 対 象 者  市内中小企業者 (新たに小規模企業者も対象とする)
O 対象経費  以下の取組を始めるための設備備品購入費や車両購入費等の初期費用

①事業継続のための新たな取組 ②販路開拓のための新たな取組 ③新商品。新サービスの開発
O 補助率等  3/4 上限額 1,000千円
O 申請期間  令和 3年 3月 3日 ～12月 28日
○ 執行状況  4/16現在 57件  45,642千円

《令和 3年度予算》

【建築住宅課】

住宅リフォームエ事を支援することにより、コロナ禍で落ち込んだ市内経済の活性化と市民の居住環境の向

上を図る。

O 対 象 者  市内に居住している人
O 対象工事  姑象者が所有。居住している市内の住宅等に係るリフォームエ事 (市内業者への発注に限る)
O 補助率等  対象事業費の 20%(100千円以上の工事に限る。) 上限額 150千円
O 受付期間  前期 :令和 3年 4月 14日 lフトl～ 5月 19日 17kl 後期 :令和 3年 9月 15日 lアにl～ 10月 11日 l月 )

O 予算配分  前期 :75,000千円 (750件 )      後期 :25,000千円 (250件 )
※超過の場合は抽選

商工団体、商店街、中小企業者等

により組織された任意団体等

プレミアム付商品券の換金額のうち

プレミアム分相当額、事務費

補助率 10/10

プレミアム分相当額 (3割分又は右表の額を上限)→
事務費 補助上限額 1,000千円
令和 3年 3月 3日 ～10月 29日

5

5 地域経済活性化店舗等改装促進事業 (新型コロナウイルス対応型) 【継続】 126,400千 円

340,000千 円1 事業者経営支援金  【新規】

297,500千 円6 プレミアム付商品券発行支援事業  【継続】

150,000千 円7 中小企業者チャレンジ応援事業  【拡充】

40,197千 円2 商工団体臨時給付金  【継続】

100,100千 円3 信用保証協会保証料補助金 及び 利子補給補助金  【継続】

100,000千 円8 住宅リフォーム促進事業  【拡充】

2,400千 円4 雇用調整助成金申請費補助金  【継続】



新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

市の支援策

綸付額 :二人当たり10万円 (世帯主の日座に、世帯員
全員分を振込)
申請受付期間 :令和2年 5月

115日 ～8月 14日 (消印有
効)
5/16(土 )までに申請書を対象世帯主宛に郵送
5/21(ホ )～オンライン申請分、5/28(ホ )～郵送
申請分の画座振込を開始
9/10(木 )支給完了

全ての市
民の方に

個人
令和2年 4月 27日 (基準日)に、市
の住民基本台帳に登戦されている
人

総務管理課
特別定額給
付金事務室

・給付金19,100,000千 円
の予算計上に汁 し、
18,976,500千 円を執行 し

尭了 (最終振込9月 10

日)

4月 30日 専決
19,100,000
3月 補正
△123,400

18,976,600 18,976,500 100,0011

・給付見込み対象者
190,002人 (76,160世
帯)に対 し、189,765人
(75,999世 帯)に給付 し
完了

190,002 189,765 99.8811

・給付金の目的に鑑み、できるだけ
早い時期により多くの市民に給付で
きるよう作業を進めた。5月 中に約8
割の市民に給付できたことから、迅
速に家計への支援に一定寄与するこ
とができたほか、地元での消費・
サービスの活用による経済効果を見
込むことができた。

・市民からは早い時期に給付いただ

き助かつたとの声や、感謝や労いの

手紙も届いている。
1 市 特月ll定額綸付金

し

る人

る

立相談支

も分で賄つてい

,9,016千円の予算計上
に対 し、3月 末時点で
7,120千 日 (7897%)を 執
行

824
410
186

109,704
3月 補正
△101,736

△

正

幼湖湖嚇 9,016 7,120 78.97L

・280か月の支給見込み
期間に対 して、3月 末時
点で222か月 (79,30/。 )
支給

280 222 79.2911

・失業、減収により住居を喪失する
恐れのある人に対 して、52件の支給
決定を行つた。
累計支給月数は222か月

2 給付 市 住居権保綸付金

家賃の一部又は全部を世帯の収入状況により給付
支給額 (上限):世 帯人数と世4'収入により単身者
32,000日 、2人世帯9S,000円 、3～5人世帯42,000円 、
6人世帯45,000円 、7人世帯50,000円

支給期間 :原則3か月、最長12か月
支給方法 :大家 ,不動産屋など貸主の口座へ振込み

林
つ絨
純
難

居
し

ヽ
よ
を
る

住
保

つ
に
立
す

個人 福祉課

〕歳から中学生の児童手当支給対
象児童 (基準日 :令和2年3月 31
日)
※平成16年4月 2日 から令和2年3月
31日 までに生まれた児童
※児童を養育している人の所得が

限度額以上の特例給付対象児意は
除く

23,456 100.24,l給付 市
子育て世幣への臨時
特別給付金

・支給を受けるにあたつて申請は不要
※ただし、公務員については、所属庁おく支給対像者
の証明をした上で、本人力

`市
に申請が必要

・支給額 :児童手当の受給者に対し、対象児童二人に
つき1万円
・支綸方法 :児童手当の指定口座へ授り込み
。支給時期 :令和2年 5月 27日 (水) 一支給済―
※公務員分は、市へ申請後に随時支給―支給済―

申請締例 :令和2年 10月 30日 (金)消印有効

子背て世
帯の方々
イこ

個人 こども課

・234,606千 円の予算計
上に封 し、3月 末時点で
234,560千 円 (99.98X)
を執行

当初
流用

234,606 234,560 99,9811

・23,400件 の見込みに対
し、3月 末時点で23,456

件執行
23,400

急

　

こ

対
給
る

給
支
す

支

を
援

の
金
支
＜鮒
澄

す
別
生

る
特

の

き
時
帯

無
れ

鞘
た
。

把

し
青

き

で
対
子

で

市

に

ヽ
が

・
苦

し
と

・休校に伴い増加した支出に補填す
ることができたとの声を聴いてい
る。

47,972 47,473 98.96%

・ 1,200人 の見込みに対
し、3月 末時点で1,166人

に支給
1,200 1,166 97.1711

支

り

て

ヽ
と
が

て
ひ
と

・し
　
ヽ
】
】

対

で
る

に

と

す

を

こ
援

象

る
支

対
す
を

給
給
活

支
支

生

の
を

の

て
金
等

捧
鮒
魏
た。

・
援

観

き

・収入の減少に伴い支出を肖J滅して
いたが、生活費の足しにすることが
できたとの声を聴いている。

4 創 寸 市
ひとり親家庭等支援
給付金

・支給を受けるにあたつて申請は不要
・支給額 :児童扶養手当Iか月分 (令和2年4月分の児

事姿落秀甚琴拷蟹長星撃些の指定日座へ振り込み
・支給日:令和2年 6月 12日 l金 )

ひとり規
家庭等の
方々に

個人

令和2年 4月 分の児童扶養手当受給
音
※全部支綸停止の人は除く

こども課

'47,972千円の予算計上
に対 し、3月 末時点で
47,473千 円 (98,96%)を
執行

当初 47,972

分の児童扶養手当受

イこ た人。

よ り

ひとり親

家庭等の

方々に
個人 こども課

。241,520千 円の予算計
上に対 し、3月 末時点で
19弘 690千 日 (82.27%)
を執行

初

正

当
補 241,520 198,690 82,2711

・当初見込み
【基本給付】
①l,200件
②50件
③250件
【追加給付】
④l,250件

,3月末時点
I基本給付】
①l,175件
②72件
◎86作
【追加給付】
④508件
【再支給】
⑤l,333件

:2,750件

:3,174件
2,750 3,174 115,42X

きるすべて

ホーム

の文給対象
とともに、

・収入の減少に伴い支出を削減して
いたが、生活費の足しにすることが
できたとの声を聴いている。

5 給付 市
ひとり親世帯臨時特
別給付金

【基本給付①】
・支給を受けるにあたつて申請は不要
支給日:令和2年 7月 16日 (ホ) ―支綸済―

令和2年8月 20日 (本)以降、審査後随時

(月 )～令和3年2月 28日 (日 )

児童扶義手当受給されている人は、現況属の提出
に併せて手続きをお願いします。

【基本給付②、
支綸を受ける

て したことがわかる

奨学金の給付又は貸与を受けている●範市出身又は
上越市在住の大学生、専門学悛生等に対し、一律5万

円の学業継続支援給付金を支綸する。
・耳餌寸額 :5万円 (1回に限る)

アル′`イ
卜収入の
政で学業
犠焼が厳
しい

個人

(1)給付対象者
大学、短翔大学、高等専門学
校、専修学校及び大学院に在籍し
ている学生  _
(2)給付要件
次のいずれにも譲当するもの
①奨学金の給付又は貸与を受けて
いること。
②市内在住又は上越市出身である
こと。
(3)申 請方法
申請者が所定の様式を記入し、
必要書類を添付し、郵送又は電子
メールで提出

福祉課

・150,000千 円の予算計
上対し、95,050千 円を執
行し完了

150,

3月 補正
△54,

6月 補正
000

950

95,050 95,050 100,00“
・
し

了

対
完
に
し
み
行
込
執
見
を
の
件
件

０１
００
　
，
９ 3,000 1,901 63.3711

・大学等への進学にあたり、奨学金
を受給する必要がある家庭の経済状
況であり、オンライン授業の準備等
で追加費用が必要となる学生も多い
ことから、迅速に支織を行い、経済
的負担の軽減を図つた。
・対象要件として「学責ローンJに
ついての関合せもあるが、給付金の
趣旨を説明し、理解を得ている。

しみ

て

らは、
るヽ

い

6 給付 市 学葉経綻支援給付後
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

く国民健康保険>
・2,926千 円の予算計上
に対し、3月 末時点で170

千円 (581“)を執行
<国民健康保険>
4月 30日 専決 2,926

2,926 170 5.81%

<国民健康保険 >
・8件の見込みに対 し、3

月末時点で2件執行

く後期高齢者医療制度 >
・県全体で12人の見込み
に対 し、3月 末時点で執
行なし

8 2 25.0011給付
市、郷鰯鱒瀬齢

傷病手普金の支給

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止を図る
ため、国民健康保険及び75歳以上の後期高齢苦医療
制度に加入する被用者が感染した場合に、対象とな
る被保険者に傷病手当金を支給する●

た りI

き
)

した3か月

支給額が調整されたり

院染拡大
防止及び
昧業補償

個人

険者のうち給与等の支払いを受け
ている人で、新型コロナウイルス

に感染又は感染の疑いにより3日

間を超えて働くことができず、そ
の期間に対する給与等の支払いを

受けられない人

国保年金課

<国民健康保険>
・8件の見込みに対 し、2件の支給決
定を行つた。

く後期高齢者医療制度 >
。実績なし

市 就学援助制度

経済洵lJな理由によりお困りの小・中学生の保護者
に対し、学用品費などを援助します。原則、前年所
得額により判定を行いますが、新型コロナウイルス

感染症の影響やその他の事情による家計急変でお困
りの場合は、急変後の所得が要件を満たすことが確
認されれば援助対象となります。

・主な援助費目
学用品費、新入学用品費、修学旅行費、給食費、
児童生徒会費、PTA会費、卒業アルバム代
・援助額 (午額)              r
小学校年頼70,000日 程度、中学校■0,000円 程度
・支手/、
原則、年3回 (毎学期末)に支十ど、います。

就学援助 個人

め

ご家庭

学被教育課

・小学校就学援助費補助
事業予算額91,878千 円、
うち3月 31日 現在執行根
69,963千 円
・中学校就学援助費補助
事業予算額88,188千日、
うち3月 91日 現在執行額
60,206千 円

当初 180,066 180,066 180,169 72.29X ・申請件教 :2,067件
1,676

※認定見込
2,067 123.33%

・左記の内、新型コロナウイルス感
染症の影響があるとの申し出は18件

・新型コロナウイルス感染症の影響
を考慮 してもらえるのはありがたい

との声を聴いている。
給付

ビ ス

人

感染拡大
防止

個人

高齢者支援
課
福祉課

・24,892千 円の予算計上
に対し、3月 31日 時点で
730千円 (2.93%)を 執
行

12月 24,892 24,392 730 2.9311

・ 1,227人 の見込みに対
し、3月 31日 時点で67人分

抑
1,227 67 5.4611Bも成 市

ウ
る

上越市新型ヨロナ

イルス感染症に係
PCR検 査助成事業

【対像者】
次のいずれ力ヽ こ祓当する人
①介護保険施設及び博害者福祉施設に新たに入所す
る人                 ・

?窮齋學娑灸″ぢ壱f賛末程橿學峯習房陰五だ全薪
感染のおそれがある人

i助成回教】
①の助成対象者は助成期岡内で1回
②の助成対象者は回数制限なし

も脇騎綴熟象者は検査費用の全絶 z∞岬 (自 己負
担なし)
②の助成対象者は検査費用の一部20,000円 (自 己負
担額2,000円 )。 ただし、②の助成対象者のうち生活
保護受給世帯の人は自己負担なし

ビ

よ り

助成する。

・3月 31日時点で、①の利用者は50
人、②の利用者は17人となってい
る。

・利用者からの開き取 りにおいて、
県外在住の規族等と会つても安心 し

てサービスを利用でき、不安が和 ら
いだとの声を聴いている。

,介護保険施設のイ虎員への開き取 り
において、市内の発生状況が落ち着
いていることから利用する人が少な
いのではないかとの声を聴いてい

る。

【募集】
経済的な理由により修学が困難な学生を対象に奨学
金の貸付を行います。
募集期間を令和3年 3月 まで延長します。
①高等学校、高等専開学校、中等教育学校 (後期課程
に限る)、 特男I支援学校の高等部、専修学校の高等課
程在学者 (修業年限が2年以上l
貸付額 (月額):15,000円
②大学 (専門職大学、大学院、専門職大学院、短期大
学、専岡職短期大学を含む)、 専修学校の暮F弓課程在
学者 (修来年限が2年以上)
貸付額 (月額):40,000円

し,ヽ

アルバイ
ト収入減
等で学業
継続が厳

個人

・上越市に保護者等が居住する世
帯の学生又は生徒
・成績評定が一定以上の人 (住民

陶所得害il非課税世帯は除く)
・保護者等の所得が一定基準以下
の人

学校教育課 基金で運用
申込件数 :1件
1果用件数 :1件

・新型コロ
を受けた方
きた。

響

で

影
が
の
と

症

こ

染

る

感
す房難

イ
接
ウ
直
ナ

に
・アルバイ ト収入が減少 した中、当
面今の生活を維持することができる
との声を聴いている。

貸付 市 上越市奨学金

貸付 市 上越市奨学金

I前倒し交付】
・通常4月、7月 、10月 、二月の4回に分けて12か月分
を交付する奨学金を前倒して交付する
。既に4月 (4月 ～6月 分)の交付は終わつているた
め、残りの交付分を本人の申し出により下記の区分
で交付する
①9か月分前倒し (7月 ～3月分)
②6か月分前例し (7月

～
12月分)

③3か月分前倒し (7月 ～9月 分)

アル′`イ
卜収入滅
等で学業
構続が厳
しい

個人 災学金貸付者 学校教育瀑 基金で運用
申出件数 :12件

令和2年度奨学金貸付着
38人

・新型コロナウイルス感染症の睡習
を受けた方に直接支援することがて
きた。

・アルバイ ト収入が減少 した中、当
面今の生活を維持することができる
との声を聴いている。

10

上越市奨学金

I返選猶予】
新型ヨロナウイフレス感染症の影響により、前年同期
と比べて概ね20%以上収入の減少があつた場合に奨
学金の返還を猶予する。 (最長で令和3年 3月分まで
猶予)

滅
り
の
困

の
よ
金
が

」
味
難
阻
難

個人 世
証

の

保
人

常
証
連
保帯ヽ

か
連
に
は
の
た

者
人
ま
，

還
本
者
象

返
者

還
姑

金
遺
返
も

学
返

ヽ
員

奨
く

人
帯

学校教育課 基金で運用

令和2年度梁学金返選者
78人

申出件教 :1件
承認件数 :1件

・新型コロナウイルス感染症の影響
を受けた方に直接支援することがで
きた。

・猶予してもらえたことで心に余裕
ができたとの声を聴いている。

猶予 市

教育総務課
・基金で運用
(前倒 し交付済み)

申誇件数 :1件貸付 市 上越学生寮奨学金

【前倒し交付】
・通常4月、7月 、10月 、二月の4回に分けて12か月分
を交付する奨学金を前倒して央付する
・既に4月 (4月 ～6月 分)の交付は終わつているた
め、残りの交付分を本人の申し出により下記の区分
で交付する
①9か月分前例し (7月 ～3月 分)
②6か月分前倒し (7月 ～12月 分)
◎3か月分前倒し (7月 ～9月 分)

アル″くイ
卜収入減
で学業務
能が厳 し

個人 奨学金貸付者
・申請者の学業継続の支援につな
がつた。

:返還猶予I
新型ヨロナウイルス感染症の影響により、前年同期
と比べて概ね20%以 上収入の減少があつた場合に奨
学金の返還を猶予する。 (最長で令和3年 3月 分まで

猶予 )

朔
鋤
働
潮

入
に
学
還

収
少
災

返
難

個人

奨学金返還者
(返還者本人のほか、連帯保証
人、返還者または連帯保証人の世
帯員も対象)

激育総務課 ・予算措置なし 申請件数 :0件 実績なし

11

猶 予 市 上越学生寮奨学金
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

12 猶 予 市
上越市定住促進奨学
金の返還猶予

新型コロナウイルス感染症の影響により、前年同期
と比べて観ね 200/。 以上収入の減少があつた場合に奨
学金の返還を猶予する。 (最長で令和3年 3月 分まで

猶予 )

減

り

の
困

の
よ
金
が

入
に
学
還

収
少
奨
返
難

個人

奨学金返還者
(返還者本人のほか、連帯保証
人、返還者または連帯保証人の世
稽員も対象 )

企画政策課 ・予算措置なし 申請件数 :0件 実績なし

13 減免 市 水道料金の減免 6月 検針分以降4か月分の水道料金の基本料金を免除

厳 しい経
営状況に
おかれて
いる中小
企業者等
を支援

個人・

事業者

新型コロナウイルス感染症対策と
して市が行つている緊急支援事業
のうち、以下の助成金・給付金を

受ける方
①事業継統支援緊急助成金
②住居確保給付金

ガス水道局
除務課

予算措置なし

申請数 :926件
決定件教 :886件
契約致 :1,208件
減免総額 :20,590,724円

0 886

・対象者を限定したことにより、新
型コロナウイルス感染症の影響を受
けた方に直接支援することができ
た。

対応が早く助かつた。
申請手続きが簡単でよかつた。
水道料金の減免は助かる。

イルス

また

る。)

な

てヽ

ロナ

つた
ロナ

減免 市
国民健尉ミ保険ア況の減
免

新型コロナウイルス感染症の影響により、世帯主の

事業収入等が一定程度減少することが見込まれる場

合、一定の要件のもと、対象世帯の国民健康保険税
を減免する。

減免期間 :令和2年 2月 1日 から令和3年 3月 31日 までに
納期限 (年金天引きの場合は年金給付日)が設定さ
れている国民健康保険税

また、75歳以上の人が加入する後期高齢者医療制度
を運営する新潟県後期高齢者医療広城連合において

も同様の内容で実施

【還付方法】
令和元年度分は、歳出の選付金から支出する (歳出
選付)。 令和2年度分は、保険料を傲収しないか、歳
入した保険税 (料)を選付する (歳入還付)。

し
で
廉
が

い

減
健
税
な

入
民
険
え

収
国
保
払

個人 回保年金課

<国民健康保険 >(3月

，暢］ヽ３，４９３千岡呻中中弾め　ω̈申申‐

線揃・４，８０叫伽瞬・２５，９際線　鞠帥・県全飾如令和元年度分・県全体5,000千 円
(当市は112千円を減
免 )
令和2年度分
・県全体30,000千 円
(当市は783千 円を減
免、既決予算で紺応のた
め予算なし)

く国民健康保険
月末時点)
令和元年度分
・ 6月 補正

△275,200

令和2年度分
・既決予算で対応の

ため予算なし

>(3

280,000
3月 補正

4,800 3,498 72 77%

<国民健康保険 >(3月
末現在 )
162件の見込みに対 し、
申請件数は119件、実人
数112人
・令和元年度分 H2件
減免

【参考】
,令和2年度分

人減免 )
令和元年度分
・県全体で397件 を見込
む
(当市は15件減免 )
令和2年度分
・県全体で397件 を
む
(当市は17件減免)

免

7

見 込

128件減

162 112 69.14%

<国民健康保険>(3月 末時点 )
実件数 148件 減免額
30,343,500円

令和元年度分 (歳出還付 )
・申請件数 119件
・減免決定 112件、審査中7件
,減免額 4,419,200円 (う ち未収
金等926,700円 )
【参考】令和2年度分 (減免 )
・申請件数 136件
・減免決定 128件、審査中 8件
・減免額 25,924,300円

<後期高齢者医療制度 >(3月 末時
点 )
実件数 17件  減免額 894,600円
令和元年度分 (歳出還付 )
・申請件数 15作
・減免決定 12件、審査中 3件
減免額 Hl,500円
令和2年度分 (減免 )
・申請件数  17件
・減免決定 13件、審査中 4件
・減免額 783,100円

国民健康保険 >
複数の対象をから、収入が減少 し
いたため滅免が受けられてよかつ

との声を聴いている。

く後期高齢者医療制度
・特になし

<

>

て
た

15 介護保険料の減免

新型コロナウイルス感染症により、同一世帯の生計
中心者が死亡または重篤な傷病を負つた場合や、事

業収入等が前年よりも30%以 上減少することが見込
まれる場合の介護保険料を減免
滅免額は死亡等の場合は全額、事業収入等の減少の

場合は、減少する事業収入等の令和元年の所得や合

計所得金額から決定

事業収入
等の減少
で介護保
険料を納
付できな

個人
事業収入等の減少などで介護保除
料を納付することができない方

高齢者支援
課

・予算額1,069千 円 (3月
補正後、6月 補正時は
260,000千 円)の うち、3
月31日 現在705千 円
(6595%)を執行 し
た。

1,069千 円
※令和元年度分保険
料の減免による歳出
還付分

6月 補正
260,000千 円
3月 補正
△258,931千 円
現計予算 1,069 705 65.95%

・歳出予算の対象 となる
令和元年度分 (歳出還付
分)については、3月 31
日時点で58人、705千 円
の減免決定を行つた。
※参考
・令和2年度について
は、3月 31日 時点で68

人、5,094千 円の減免決
定を行った。 (滅免によ
り歳入減となる。歳出は

影響なし)

85 58 68.24%
,減免決定額 :705千円
※参考
・令和2年度分
・減免決定 :68人
・減免決定額 :S,094千円
(減免により歳入滅となる。歳出は
影響なし)

.新型コロナウイルス感染症の影響
により収入が減少された方々の生活
費の負担軽減を図ることができた。
・令和元年度分 (歳出選付分 )
・減免決定 :58人

いる。

・特に営業収入の減少に伴 う減免申
請が多く、滅免により生活費への負
担が滅 り、助かつたとの声を聴いて滅免 市

てヽ1とおし

ことが困難

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年 2

月以降、事業等に係る収入が前年同期に比べ概ね
20%以 上減少 した場合、二年間、納税を猶予。担保不
要で、延滞金は全額免除
対象となる市税 :令和3年2)]1日 までに納期限が到来
するすべての市税
申請期限 :各納期限の日

で
き
減

で

入
税

い

収
納
な

個人・

事業者
収納課 予算措置なし

申請件数
申請金額

(国民健康保険税は含ま
ない)

※計画欄には申請件教、
執行状況欄は許可件数を
入力 している

:129件
:106,656千円

計可件教 :129件
許可金額 :106,656千円

129 129 100 00%

・新型コロナウイルス感染症の影響
により、市税の納付が困難な納税者
に対 して、資金調達までの間、納税
猶予の文ヽl応をすることで事業や生活
を支援することができた。
・最終的に申請があった納税者全て
に射して、猶予を許可することがで
きた。

猶予 市 納税猶予の特例制度 ク

一度、相談の

つた。

Iヌ入減で

納税でき
ない

個人・

事業者

2つの要件を満たす納税者・特別
徴収義務者 (個人・法人の別、規
模は岡わない)
①新型コロナウイルス感染症の影
響により、令和2年 2月 以降の任意
の期間 (1か月以上)において、事
業等に係る収入が令和元年 (平成
31年)同期に比べて概ね20%以上
減少
②一時に納税することが困難

Hェ納課 予算措置なし

(国民健康保険税は含ま
ない)

申請件数 :11件
申請金額 :15,127千円

許可件致 :11件
許可金額 :15,127千円

※計画欄には申請件教、
執行状況相は許可件数を
入力 している

11猶予 市
上越市徴収猶予の特

例制度

国の特例制度終了に伴い、号|き続き納税が困難な方
を対像に既存の微収猶予制度を活用 した、市独 自の

運用基準による特例制度。

二年間、納税を猶予。担保不

すべ

日

月

新型コロ
11 100,00%

響
難

の
　

で

影
困

で
と
が

の
が
ま

こ
と

症
付
達

る

こ

ノレス感染蜘鰤勒錦

舅
鱗
陳
赫
駐

ナ
き
対

の
生

口
引

に
予
や

コ

者ヽ
猶
業

翔
別鰯
続
事ヽ
た。

・
に
な

間

で
き

・国の徴収猶予の特例制度を受けた
方には、引き続き猶予申請の案内を
行うなどの丁寧な対応が好評であつ
た。

猶予 市
介護保険料の徴収猶
予

公的機関が実施する融資制度及び貸付事業を利用し
ている方などに対する介護保険料の僚収猶予 (最大6
か月)

の
介
料

に
き

等

で
険
時

で

入
少
保

一
付

い

収
減
護

を
納
な

個人
収入の減少で介護保険料を一時に

納付することができない方
高齢者支援
際

予算措置なし 申請なし 申請なし
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

19 給付 市

新型ヨロナウイタレス

感染症対策プレミア
ム付商品券発行支援
事業

団体等が発行するプレミアム付商品券に対して39%
を上限とした上乗せ分を補助
愉,J額 :参加店舗数に応して250万 円から1,250万 円
事務費 :上限100万円

消費喚起 事業者 団体等

産業政策課
商業・中心
市街地活性
化推進室

現計予算
286,527千 円
補助金
278,527千 円
委託料
8,000千円

内訳
・ 6月

補助金
委託料

6月 補正
348,000

3月補正
Zゝ61,473

340,000
8,000

3月

補助金 △61,473

286,527 281,011 98.07%

傍
厳
繭
翻
帷
幅

＜
交

交

円

33件
275,246千

く委託料>
執行額 :5,765千円

40 33 32.50,l

2,600店舗

・ プレミアム付商品券発行総額 (33
団体):1,087,280千 円
・延参加店舗数 (33団 体):約

,一部発行団体や参加店舗から聞き
取つた中で「ヨロナ禍の中で売上を
1灌保できたJや「プレミアム付商品
券発行月の売上が過去最高となっ

たJなどの声を聴いている。

こ

更

糟
勇
紳
栓
務
卵
神
新
辮
攣
碑
エ
韓
工
蝶
蛍
帷
麒
う

肺
・市氣
罰・継続して事業を行つていること
※性風俗特フド営業等一部対象外
の業種あり

20 給付 市
上越市事業者応援給
付金

令和2年二月～12月 のいずれかのひと月の売上が前年
同月比で20%以上減少している事業者に給付金を綸付
する。

対像者・給付額 :

20X以 上5蝋未満減少している事業者 10万 円
5鶴以上減少し、かつ、持繊イヒ給付金を受綸してい
る
事業者 20万円
申請期限 :令和3年2月 26日
給付回数 :一事業者につき1回

事業務焼 事業者 産業政策課

現計予算 921,600千

予算措置 :748,800千

流用対応 :172,800千

円

円

円

正

正
，０００嚇
，８００　
，８００

輔
３００軸
４４８鯛
‐７２

921,600 889,100 96.4711
執行額 :889,100千円
件数 :4,755件

6,016 4,755 79,0411

・事業者4,755件 に対 し、889,100千

円 (執行率96.5%)を 給付し、新型
コロナウイルス感染症により売上が
減少 した事業者に対する支援を行 う
ことおくできた。

・売上が20～ 50%の減少は、持続化
給付金の助成対象となつておらず、
本件が受け取れてよかつたとの声を

聴予`ている。
・申請手続きが簡便でよい。

・ 申請が困難 とされていた雇用調整市内に主たる事業所を置き、新型
コロナウイルス感染症の感染拡大
により事業活動の縮小を余儀なく
された中小企業等でヽ雇用調整助 り21 給付 市

上越市雇用調整朗成
金申請費補助金

雇用調整助成金又は緊急雇用安定勁成金の申請に必
要な書類を社会保険労務土等に委託した場合の委託
料の1/2(従業員20人以下の事業者は10/10)に 相当
する額

16日

で

雇用維持 事業者 産業政策保 ,現計予算 26,900千円

決専

Ｏｏ

　

Ｏｏ

日

，
０
正

，
１

用
８０琳
創

26,900 26,865 99.87% 執行額
:26,865千円

件数 :284件
300 284 94,67%

えるよう、支援をすることができ
た。

'国が雇用調整助成金の申請手続を
5/19に 筒略化するまでの間、雇用調
整助成金の積極的な利用を後押しす
ることができた。

感染予防 事業者

小売栄、飲食業、宿泊葉、生活関
連上―ビス業、媒楽業て、申講時
において店舗で現に営んでいる事
業者

※他に風営法による対象外、店舗
の騨集基準法、食品衛生法、消防
法等への道合要件あり

産業政策課
商業・中心
市街地活性
化推進室

'現計予算
13a331千円
補助金
132,527千 円
人件費
2,804千 口

流用   100,631

7月 臨時補正
306,804

3月 補正
△272,104

流用 100,631

000
804

104

棘帥膊船蜘陣

22 給付 市 卿醜都

等
金

ル

舗
助
イ

店
補
ウ

市
業
ナ

壇
鱗
中勁

対患事業 :新型コロナウイルスの感染予防を目的
に、店舗の伸,生環境の整備、換気の向上及び符集や
接触の回避に資する工事費
補助率 :iO/10
上限額 :20万円

申請期限 :令和2年 12月 28日
補助回数 :一店台由につき1回まで

135,331 134,440 99,341`

交付確定数 :742件
交付確定額 :13■ 705千

円
1,520 742 48.82粥

い 。

・現在、改装工事による効果につい
てアンケート集計中。
・受注業者に対する工事受注機会の
創出効果については把握していな

防
　
内
と

　
で
と

一

囃

た
。内

藤
　
朧

は
］

よ
来
よ
入
　
客
受

足

＾

に
出

に
を

。店
を
客

閉
が
置
気
た
来

ス

ヽ

開
と
設
空

つ

ヽ
ビ
リ

醐
在
勲
触
磁
脚
＞
瞼
る。

”蝉釣鉤呻呻い］”

・
上

・
に
が

，
安
が
助

23 給付 市
信用保証協会保証料
補助金

新潟県セーフティネット資金等制度融資を利用する
際の信用保証料を全額補給

事業継焼 事業者 市内中小企業、個人事業主 産業政策課

発計予算 :283,934千円
予算措置 :263,570千

流用対応 :20,364千円
円

4月 16日専決
6,000

6月補正
7,570

7月 臨時補正
250,000

3月 △203,934

流用  20,364

80,000 71,673 89.59,l
執行額 :71,673千円
件数 :mo件 110

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、県セーフティネット資金を利
用した事業者HO件に対し、71,673
千円を補助することにより、資金′豫
りを支援することができた。

無利子無担保融資の限度額を超えた
分の利用であるが、手厚い支援があ
り、 ありおくたい6

24 創 寸 市 利子補給補助金
採稼羅天馬子宅潔、L軍弁霧剰寧相

融雪幕卍延
=急補助  ´

申請期限 :融資実行日から30日 以内

事業繕縦 事業者 市内中ガヽ企業、個人事業主 産業政策課

現計予算 :110,600千円
予算措置 :103,600千
円
流用 :2,000千日
予備費 :5,900千円

6月補正 3,600
7月 臨時補正
100,000

3月 補正
△75,600

流用  2,000

30,000 15,694 52.31,l
・ 執行額 :15,694千円
・件数 :118件

118

ロナウイ

用

千円
り

し、

り、

‐フテ

とができた。

無イl子無担保融資の限度額を超えた
分の不可用であるが、手厚い支援があ
り、 ありがたい。

補助金を活用した事業者の直接的な
新規取組の促進はもとより、交付確
定事案における補助対象経費が
115,823千 円にも上り、このうちの
一部は市内事業者へ発注されている
ことから、地域経済への波及効果に
も寄与している。

・補助対象経費が幅広く、4月 1日以
降に遡っての申請も可能であること
から、使い勝手がよいとの声をB同い
ている。
・補助対象外となる小)見模企業者か
らも問合せが多く寄せられている
が、小規模事業者持続化補助金 (国
の補助金)を紹介することで、市内
小規模企業者の新たな取組の増加に
もつながつている。

26 給付 市

上越市中小企業者
チャレンジ応援事業
補助金

市内中小企業者が行う事業継紡に向けた新たな取l'1
や販路開拓、新商品・新サービスの開発等への取組
を支援

・対象経費 :上記事業を始めるための初期費用 (設
備備品等購入費、車両秦、外注費、専門家本同藤費、
広報費等)
※4月 1日 以降に発生した経費を対象
・補助率 :4分の3(上限100万円)
・申請受付翔岡 :8月 上旬～12月 28H

コロナ禍
で新たな
H'組を行
いたい市
企初
者
内

業

事業者
小規模企業者を除く市内申小企業
者

上越ものづ

くり振興セ
ンター

・予算額11乳 661千円に
対し、115,823千 円の予
算を執行 (執行率は
96.8%)

7月 臨時補正
200,000

3月 補正
△80,389

119,661 115,823 96,7991

交付n鼈定件教 :141件
(事業継続56件、販路開
拓43件、新商品・新サー
ビス開発42件 )

200 141 70.5011
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講した事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

タクシー
の利用促
進

事業者 市内タクシー事業者 交通政策課

・ 17,120千 円の予算計上
に対 し、3月 31日 時点で
15,116千 円 (88,3%)を 執
行

6月 補正 17,120 17,120 15,116 88.2911
3

月

6件の見込みに対 し、
末時点で5件執行

6 5 83.3391

プレミ
(5団体)

ム付タア ク

63,

・タクシー事業者からプレミアム付
タクシー券発行後は、売上の減少幅
が抑えられたとの声を聴いている。

26 給付 市

プレミアム付タク
シー券発行事業補助
金

タクシーの利用促進に向け、プレミアム付タクシー

券の発行に対する支援を行う。
補助対象経費 :プ レミアム分相当額 (上限3/10)、
事務費
補助率 :10/10
補助上限額 :

・プレミアム分相当額 :タ クシー保有台数 1台当た
り100千円 (保有台数が30台を超えるを合は保有台数
の8割に相当する台数)
。事務費 100千 円

27 給付 市

上越市宿泊事業者応
援緊急対策事業補助
金

新型ヨロナウイルス感染症の影響による外出自粛等
により、利用が著しく減′少している上越市内の宿泊
事業者に対し支援する。

対象経費 :宿泊料金の割引額 (最大3096)の経費
補助率 :10/10
上限額 :最大1,500千 円 (宿泊定員に応じて上限額を
設定)

数
で
厳

客
少
が

泊
減
営

い

宿

の
経
し

事業者 市内宿泊事業者
観光交流推
進課

8,329千 円

現計予算 :67,035千円
(補助金 :57,950千円)
(委託料 :9,085千円)

[執行額 ]
補助金
48,602千 円 (83.9%)
委託料 (6/3締結 )

9,085

恥舶

[委託料 ]
流用 (6月 )

，
０
月用流

郎柾
翻
月

67,035 56,931 84.93%

申請件教 :65件
交付確定額 :48,602千円
(339%)

※7月 に宿泊事業者に対
し相談会を実滝
※県内及び隣接県を中心
に「上越市泊まつて応援
キャンペーン」の実施
(新 l島 日報への広告掲11
等 )

90 65 72.22%

泊数 !約 26,400人 泊
10,800人 (約4,400

、長野県民 :2,800
人)
※上記のいずれの数値も、交付申請
済事業者63をからの報告より集計し
た速報値 (R3年3月 時点)

【対象者の声】
・自社でも積極的なプロモーション
を行つており、割引していることが
決め手となって宿泊してもらえる客
が多く、客が戻つてきていると実感
している。
'国のGoToト ラベルはハードルが高
くて利用できなかつたが、市の事業
は申請しやすく特に小さな旅館は助
かつている。
【データ分析から】
・夏の宿泊キャンペーンのPRを県
内、長野県内を中心に実施してきた
ところ、左記の集計結果から8月末
までの宿泊人数泊の結果から、ター
グットを絞つたPR効果があつたと考
える。

て、 360, 967千 円

2,

産業政策課
円

円

現計予算 409,824千

予算措置 :410,000千

流用 :△ 176千円

6月 補正

流用

4月 16日 専決
260,000
150,000
△176

409,824 360,967 88,08X 2,037件 2,300 2,037 88.57X
・申請から支払いまでが早い。
・家賃の支払いに第していたため助
かつた。

28 鮒 市
事業継統支援緊急助
成金

賃貸借契約に基づく賃借料 (土地、建物、動産 (車
両、リース契挙Jを含む)等)の3か月相当額

上限…常時使用する従業員 (専従者を除く)が
5人以下  15万円
6人超   30万 円

申請期限 :令和2年 6月 30日    
｀

助成回数 :一事業者につき1回まで

事業継焼 事業者

ただ し、政治団体、宗教上の中■徹
又は団体、風営法の「性風俗関連
特殊営業J等を除く

市内に主たる事業所を有する
(個人事業主…現佳所が市内と

次の全てに族当する中小企業等

て

も可)
・継続して事業を行つていること
・令和2年2月 から5月 までのいず
れかの月の売上額が前年同月比
20%以上減少していること

事業者
市内宿泊事業者及び市内宿泊事楽
者の団体

醗光交流推
進課

20/。 )

[執行額]
補助金
14,282千 円 (95`
委託料 (6/3締結)
348千円 (100%)

翼計予算 :15,348千円
(補助金 :15,000千円)
(委託料 :348千円)

6月補正
15,348

委託料減額
・当初 :823
・変更後 :348
・差額 :△ 475
※委託契約変更に伴
う滅額

15,348 14,630 95,3211

【プロモーション事業】
件数 :12件
金額 :962千円

【プログラム開発事業】
件数 !7件
金額 :13,320千円

【合計】
件数 :19件
金額 :14,282千円

61 19 31,15,l

Ⅲ霊驀あ二髯品た言蒼崩果を分離す
ることができないため、宿泊客数増
加、利用者教増加などの数値的効果
は把握できない

【プログラム開発】
・本補助金利用者からは、開発した
プログラム利用者数などの提出は求
めていないが、順次、本補助金や開
発したプログラムについてのとアリ
ングを実施している

・予想を上回る反響。受付開始から

冬季休業までの間、全ての金上が埋

まるくらいの状況であつた。
・利用者はまだ少ないが、モ‐ター

ツアーなど実施 し、好評をいただい

ている。

29 制 寸 市

上越市宿泊事業者プ
ロモーション・プロ

グラム開発事業補助
金

新型コロナウイルス感染症の拡大により落ち込んだ
消費を取り戻し、観光客の誘客拡大と地域経済への

波及効果を高めることを目的とした市内宿泊事業者
等の取組を支援する。

補助対象経費 :プロモーション又はプログラム開発
に係る費用
補助率等 :プロモーション 1/2(1事 業者等あたり
上限100千円)、 プログラム開発 3/4(1事業者等あ
たり上限5,000千 日)

ン J

ンペー

ン

J

「

る。

が

か ら

ンペー

30 補助 市 貰総F墓維窪
物等販売促進事業

新型ヨロナウイルス感染症の影稗を受け、需要が低
迷する上般産農産物等の販売を促進するとともに、
新しい生活様式に対応した足腰の強い農林水産業を
F歯立するため、上越産品に特化したインターネット
ショッピングモータレを活用した販売拡大の取組を支
援する。

日対象経費

能)声
品代金等の割引相当額 (最大3御l引革で設定可

:農業者等の入会金免除に伴う入会金相当額
・広告宣伝費等
■補助率
・10/10(上限400万 円)

※補助対象者が運営するインターネットションビン
グモールに新規に入会する農業者等は、入会金無料
となります (入会金無料は10月 30日 までの申込分が
対象)。
※対象となる上越産品に特化したインターネット
シヨンピングモールは「上越特産市場Jです。

舶
前
鰈

上
す

の
等

売
迷
内
者

事業者

したイ
農村振興課

算額４
，
０００千円
］

‐
，
４７８千円， の
申

行率は。６
．
５％＞

予

，
＋

２８
執

初

し
く

５
，ぐ

。当
酬
聯
上
、締

7月 臨時補正
4,000
11月流用
1,478

5,478 5,286 96.50% 補助金申請件数1件 1 1 100,00X

:日 標20社→

した

31

よる

536 1

ントシヨン

申小事業
者の負担
軽減

事業者

ら

は、

1,

税務課
予算措置なし

・令和2年度の申告者
(令和3年度固定資産税
の軽減対象者):29件 0 29

令和3年度軽減額 (見込額)
固定責産税 28,334千円31 軽減 市

生産性革命の実現に
向けた固定資産税の
特例措置の拡充・延
長

られたもの

と

(2年

を追加
以上の先
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講した事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

令和2年 2月 ～10月 までの任意の3
か月間の売上が3096以 上減少して
いる中小事業者等

額憲盆錢蘇幡仙講
益大落義客1幕縛農用

資宇包権桑慣
8撃雪盤製査禁T脇鰐
人

・令和2年度の申告者
(令和3年度固定資産税
の軽減対象者):795件 0 795

令和3年度軽減額 (見込額)
固定資菌飩 411,032千円
都市計画ア) 46,603千円

・申告方法や制度内容についての問
合せ120件32 軽減 市

申1ヽ事業者等が所有
する償却責産及び事
業用家屋に係る固定
質滋税等の軽減措置

している響′口
△は、固定資産

し

日

中小事業
者の負担
樫滅

事業者 税務課
・予算措置なし

飲食店等
の方々に

事業者 道路課
予算措置なし 申請件数 :1件 0 1

・1件、テイクアウト販売の食事ス
ペースとして市道新幹森駅西区画21
号線 (桜の庭)にテラス席を設ける
という申請があうた。

・コロナ禍で消費が落ち込む中、道
路占用許可の絞和はありがたい33 減免 市

略上利用に伴う道路
占用許可基準の緩和

3新鐘iロナウイルス感染症対策あための暫定的な
営業であること
の r3務 Jの回避や「新しい生活様式」の定着に対
応すること
③テイクアクト、テラス営業等のための仮設施設の

骰1霞であること
④施 F賀付近の清掃等にご協力いただけること
占用料 :免除
期 間 :令和a年9月 30日 まで

アウト
り

トロ食恐億基による新型コロナウ
イルス感染症関連の緊急小日資金

篭睾纂暑寓吾ギ
る方

・国、県及び本市等が実施する新
型コロナウイルス感染症関連の特
必ll融資制度等を利用される方

期限Rま
での支払
いが困難

個人・
事業者

ガス水道局
静務課

予算措置なし
申山者 :4件
猶予金額 :2,272,523日

0 4

tと誓号F二降路たケ資甲裟彊?雫票
道等料金の支払いが困難な事情があ
るお客様に対し、資金調達までの
間、支ヤム猶予の対応ができた。

資金繰りが厳しい中、助かつた。
34 猶予 市

ガス・水道・下水道
等料金の支払い猶予

4月 、5月検針分の支キム期限日を3か月延長、6月検針
分を2か月延長、7月検針分を1か月妊長  ′
支|ムい猶予した月は、遅収加算額を免除

・国及び県等による新型ヨロナウ
イルス感染症関連の募急′Jヽ日資金

管留F員隻患望需奪が実施する新
型ヨ,ナウイルス感染症関連の特
別融資制度等を利用される方

・新型コロナタイ″ス堰染症に関
連して、市税等の猶予を受けてい
る方

生活排水対
策際

・予算措置なし
申請件教 :1件 (個人 )
猶予額 :96千円 1

・新型コロナウイルス感染たの影編
を受けた方に支援することができ
た。

・わずかな支援でも助かる。36 猶予 市

下水道事業受益者負
担金 (分担金)の僚
lヌ猶予

(分と二金)の

イ

翻 壕悛翼据嘉器姦♀
負担金

日
支
困

限

の
が

醐
無
肺
態

個人・
事業者

イ

予｀

方

期限日ま
での支払
いが困難

個人・
事業者

生活排水対
策課

・予算措置なし 申請なし 実績なし猶予 市
市が設置した浄化槽
使用料の文手ア、い猶予

,4月 、6月 分の支払期限日を3か月延長
・6月分を2カ再男延長
,7月 分を1か月延長

11



新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

国 E県等の支援策

産業政策繰
・国事業のため執行状況
は不明

・国事業のため執行状況
は不明        | 回事業のため効果は不明37 給付 持続化給付金

愉付額 :前年の総売上 (事業収入)―  (前年同月
比50,6以 上月の売上 X12か月〕
上限 :中小企業 200万 円
個人事業主 100万 円

申請期限 :令和3年二月16瞬

愉付回数 :一事業者につき1回まで

事業継続 事業者

令和2年 1月 から12月 までのいずれ
かの月の売上が前年同月比で50%
以上減少 した中小企業、個人事業
主

ただし、政治団体、宗教上の相勲
又は団体、風営法の「性風俗関連

特殊営業J等を除く

・目事業の

は不明

ため執行状況

プ
国事寒のため力b果は不明産業政策課

・回事業のため執行状況
は不明

回事業のため効果は不明

騒用緯持 事業者
中小企業、個人事業主
農林漁業経営体

農政際
・国事業のため執行状況
は不明

・国事業のため執行状況
は不明

98 給付 国

助成額 :従業員を解雇しなければ9/10、 一定の基準
を満たせば全額
日額上限 :15,000円

雇用保険の技保険者以外の従来員には、零急雇用安
定助成金 l雇用語整助成金と同内容)あ り

中謂期限 :令和3年 4月 30日

※屋用保険、労働者災密補償保険に加入しない暫定
任意適用事業所の農林漁業経営体は、北陸農政局が
発行する r農業等個人事業所に係る証明書」があれ
ば、ハローワークヘ申請が可能、 (証明書発行受付
期間 :厚生労働省の申講期限の概ね2週間前まで)

1こ

の

次の全てに旗当する中小企業等

・資本金10億瞬未満の申堅企業、
中小企業、小規模事業者、フリー

ランスを含む個人事業者
・5月～12月 の売上高について、1
か月で前年同月比△60%以上また
は、連続する3カ朔 の合計で前年
同期比△30%以上
。自らの事業のために再有する土
地・建物の質料を支払い

産業政策課
・回事業のため執イ打状況
は不明

・国事業のため執行状況
は不明

‐回事業のため効果は不明39 給付 縦賃支援給付金

附僻顔 ;申請時の直近1か月における支払い賃料・ (月
顔lに基づき算定した綸付額 (月額)の6倍
上限 :法人 6ヽ0o万 円、個人事業主 300万 円

申情期限 :令和3年 1)]15日
愉付回教 :一事業者につき1回まで

事業継腕 事業者

産業政策繰
,図事業のため執行状況
は不明

・国事業のため執行状況
は不明

・国事業のため効果は不明

'国事業のため執行状況
は不明

国事業のため効果は不明

新型ヨロナウイルス感染症の影響に伴い、休校と
なつた小学校鉢に通う子供等を世話する保護者であ
る労1働者が、有船休暇を取得した際に、事業者が支
払ちた資金4同普額を助成 (上限15,000円 /H)

霧報韓肇献攀欝餘鶏謗封籟1
嬌苛譴驚喪粂誘懲露痔隻春鋪需者儀垂影喬唇お目票期限の協ね2週間前まで)

事業継統
雇用継綻

事業者
申小企業、個人事業主
農林漁業経営体

農政課
・回事業のため執行状況
は不明

40 潮 i
小学校休業等対応助
碗金

予算措置なし ・申講なし ・実績なし41 給付
高l瞑益f乍物次期作文
優交付金

新型コロナウイルス感染症の発生により、売上が減

とと:憂≧r彗
憮
幸
r羨踊欅驚舗宵き

l窟

蓑う蓬患と

日支援内容
①需要対応のための生産支援
。支振品目:野菜 (たまれぎ、みつば、わけぎ、

パセ )、 大葉、わきびl、 花き、
果樹 (ゆず、すだち、かぼす、びわ、
プルーベリー)・ 茶

・支援準価 :10aあ たり6万円
(顕城区、大潟区以外は5`5万 円)

幸と移g堡手こ撃彗写岳ξとを::鼻:ヨを手酵】
円
の厳選出荷の取紅
・支援品目:花き、茶、歯F賀野菜の大葉、わさび
・支援単価 :取組を行った人数 ,日 数に応じて、

1人 。1日 当たり島200円

日申騰期限 :令和2年 11月 80日 (月 )

妙鵜朗魏韓理

個人・
事染者

新型ヨロナウイルス感染症の発生

振躙 姥會

=彙
霧?票

について、令和2年2月 から4月 の

竪;出審毒雪攀P品拳禁管発笠拶
奮撃と垂呂宅ご去霊解

でき
農政課

12



新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

・国事業のため効果は不明事業継統 事業者 小規模事業者等 産業政策課
・回事業のため執行状況
は不明

・回事業のため執行状況
は不明42 助成 回

小規模事業者持観化
補助金

小規模事業者の願客を増やすための取り組み 傾 路
開拓)を支援する。

【対象事業】
③販路の開拓に向けたHP開設、チラシ作成・配布、
店舗改装、新商品の開発など
②サプライチェーンの毀損への対応・チト対面型ビジ
ネスモデルヘの転換・テレワーク環境の整備
③新型コロナウイルス感染症からの事業の再開に必
要なとりくみ (コ ロナ対策としての換気設備改修、
マスクや消毒、清掃、飛沫防止対策など)

【申請方法】
商工会又は商工会議所のサポー トを受け申請書を提
出
※申請に当たつては、商工会又は商工会議所にお間
合せください。

2/3～ 3/4

補助率】
・2/3

公表されていないため不明 問合せなしフリーランスの
ッフ等を含む)

文化 1侵興繰
スポーツ推
進課

・目事業のため執行状況
は不明

交付件数 :全国で約
79,700件 (申請件教約
96,300件 )

43 助成 国
文化芸術・スポーツ
活動の継統支援

準備

2 (1

1

2

との新型

:100万円まで
:50万円まで

ドラインに即 した

事業繕繊
個人・
事業者

I採択件数 :全国で23件
(応募件数 :94件 )

公表されていないため不明 問合せなし

舞台芸術やメデイア芸術の各分野の特性を活かした

新しい盤賞環境確立などの収益力確保・ 強化の取粗

(例 :勁画等による公演等の収録 ,配信、舞台裏ツ
アーや役者との交流などの体験ヨンテンツ等)を 支
援する。
日支援額
1事業につき、160～2,500万 円

事業継統 事業者

※小規模団体も応募可

中・大規模の文化芸術団体 (分
野 :音楽、舞踊、演劇、伝統芸
能、大衆芸能、映画、メディア姜
術)

文化振興課
・回事業のため執行状況
は不明44 助成 国

文化芸術収益力強化
事業

・回事業のため申請件教
等は不明

公表されていないため不明 問合せなし
ヨンテンツグロー′`
ル需要創出促進補助
金

今後実施する無視客公演等のライプ公演の開催及び
収録映像を活用した動画の制作・海外配信の費用を
一部補助する。
日対象の事業
国内で今後公演を実鷺し、その収録映像を活用した
動画を海外に発信する事業 (音楽、演劇のほか、伝
腕芸能を含むヨンテンツ全般)
田補助率
1/2(1件につき5,000万 円を上限)
日補助対像経費
・公演の出演料、Hll作費、会場費等
・助画の制作費、海外配信費等

事業継統 事業者

新型コロナウイルス感染症のまん
延の影響により2月 1日 以降の公演
を延期 ,中止した法人
(非営利法人も含む)

文化振興課
・予算消化率100%(交
付決定額に基づき算出)45 助成 国

・新型ヨロナウイルス感染症の影
響により経営に影響が発生してい
ること等を融資機関で確認できた

器定農業者
・新型コロナウイルス感染症によ
る経営環境変化に対応し、反転攻
勢に係る計画を作成 し、その計画
の達成が見込まれると融資機関で
確認できた認定農業者

・国事業のため執行状況
は不明

0 0

・相談件教 :0件
・貸付実行件数 :0件
(R33.31日 本政策金融公庫担当者
確認 )

・相談は現在入つていない。
(R3.331日 本政策金融公庫担当者
確認 )

貨付上限 :個人3億円、法人10億円
貸付翔岡 :25年 (据置10年)以内
貸付利率 :当初6年間実質無利子 (6年 目以降は所定
の金利〕

事業継擁 事業者 農村振興課
・回事業のため執行状況
は不明

46 貸付 国

農業経営基盤強化資
金 (ス ーパーL資金)
【ヨロナ枠】

0

。相談件数 :10件程度
・貸付実行件数 :6件 (R3.4月 実行分
含む)
(R3.3.31日 本政策金融公庫担当者
研諄認)

・10件程度の相談が来てお り、貸付
実行は6件。 (R3331日 本政策金融
公庫担当者穂認))

事茶繕統 事業者

新型コロ

により
農村振興課

・回事業のため執行状況
は不明

。国事業のため執行状況
は不明貸付 国

農林漁業セーアティネフト資
金 Iヨロナ枠】

費付上限 :縛記記帳を行つている場合は、年間経営
費の12分の12Xは粗収益の12分の12に相当する額の
いずれか低い額七それ以外の録合は1,200万 円
貸イヽ!翔岡 :15年 (据置8年)以内
貸付利率 :当初5年間実質無利子 (眸日以降は所定
の後利)

0 66
。日本年金機酷が実施している事業
であるため、〕りJ果は不明

拗瞬‐こヽ業務蜘韓呻躯錦］脚経

個人

以下の2点をいずれも溝たした方

よ り

こと

ナ
収

て 、

まれること

国保年金課

日本年金機構が実施 し
ている事業であるため、
執行状況は不明

・ 3月 末時点で66件 申請
受付

48 免除
猶予

国民年金保険料の免
除・納付猶予

新型コロナウイルス感染症の影響により、収入源と
なる業務の喪失や売り上げの減少などが生して所得

祭笑導警広嘉落琵強暴を掃哀た需営籟禦廃g花ヒ
て

り、国民年金保険料免除申請が可魅

(78万円十扶養親族等控除額■ 会保険料控除

(118万円十扶養親族等控除額+社会保険料機

(158万円十扶養親族等控除額+4上会保険料控

ら6月分まで

下の計算
が必要
X36万円+22万



新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の効果と進抄状況 (令和2年度分)3月 31日現在

以下の2点をいずれも滴たした方

①令和2年2月 以降に、新型ヨロナ
ウイルスの感染症の影響により収
入が減少したこと
②令和2年2月 以降の所得等の状況
から見て、当年中の所得の見込み
が、現行の国民年金保険料の免除
等に該当する水準になることが見
込まれること

新型コロナウイルス感染症の影響により、収入源と
なる業務の喪失や売り上げの減少などが生じて所得
が相当程度まで下がつた場合、臨時特例措置として
本人申告の所得見込額を用いた簡易な手続きによ
り、国民年金保険料免除申請が可亀 i

対像 :学生 (大学、大学院、短大、高等学校、高筆
専門学校、暮修学校、各種学校に在学する学生等)
受付開始日:令和2年 5月 1日
申講の対象となる期間 :令和元年分 (令和2年2月 分
から令和2年3月分まで)、 令和2年度分 (令和2年 4月

分から令和3年 3月 分まで)
承認の所得基準 :所得が以下の計算式で計算した金
額の範囲内であることが必要
118万 円十扶養親族等の数 X38万円+社会保険料控除
額等

々
眸
鶏
泌
陰
が
し、輸
拗
湘

師
漑
‐こヽ麒
欝
卿
砂
殴
睡
鮒
継

個人 国保年金課
'日 本年金機構が実施 し
ている事業であるため、
執行状況は不明

・実績なし 実績なし49 猶 予
国民年金保険料学生
納付特例

と

イ

50 控除 国
住宅借入金等特別控
除

新型コロナウイルス感染症の影響により、入居期限
要件等が遅れた場合でも、一定の要件を満たせば、
住宅ローン滅ア洗の控除翔間が10年から13年に延長で
きる特例惜置

住宅ロー

ン醜
個人 税務課 予算措置なし

除

　

こ棚勒腕麟

等
和
署

は

金
令
務
撮

像
ぷ
齢

ヽ
把

宅
年
付

ら

住
初
受

か

。
の
の
と

・件数の把握が出来ないことから効
果不明

対象イベント
0文化芸術又はスポーツに関する
ものであること
り令和2年 2月 1日 から令和3年 1月
31日 までに開 催され たヌは開l鶴
する予定であったものであること
③不特定かつ多数の者を対象とす
るものであること (広 く一般にテ
ケット等が販売されており、数名
以上の今加が想定されていたもの
を指します)
0日本国内で開催された又は開l樫
する予定であつたものであること
Э新型コロナウイルス感染症及ひ
そのまん延防止のための措置の影
聾により 、現に中止・延期・規
I典縮小されたもの であること
③ ⑤の場合に払戻しがされたも
しくはされる予定であること
※寄,|,金 ,密除の対象となるのは、
上記の要件を満たすものとして主
騰者が文化庁・スポーツ庁に申請
し、指定を受けたイベント

スポーツイベント等が中止等されてしまった時に、
そのチケットの払戻しを受けないことを選択された
方について、その金額分を「寄附」と見なし、税優
遇を受けられる。

ロスボーツ庁ホームベージ
http岱 :i Nヽ、mext go jp/sports/b menu/sporis/mca
tetop01/1ist/dctal1/jsa l10002.html

寄付金控
除

倒人
スポーツ推
進課

・回事業のため執行状況
は不明

・国事業のため執行状況
は不明

寄付金控除実績は公表されていな
いため不明

51 経除 国

チケットの払戻請求

権の放葉を寄附金控
除の対象とする税制
改正

県内での

観光需要
の喚起

個人 申込対象者 :県内在住者
観光交流推
進課

・県事業のため執行状況
は不明

・県事業のため執行状況
は不明綸付 県

「つなぐ、にいが
た。J観光キャン

県民宿泊割引キャン
ペーン 【第二弾】

県民を対象とした宿泊割引キヤンペーンを実施

・宿泊対象期間 :令和2年 8月 二日 (土)～ 10)]31日
(上 )
,常 il引 内容 :県内宿泊粛

`股

での宿泊に対し、次のと
おり割引を実施。
1人 当たり1ガロ以上の宿泊 :5千H
″ 6千円以上1万円未満の宿泊 :3千円
6千Π未満 :対象外

・運営事務局 :JATA(日本旅行業協会)新潟県地区
委員会

“

L026-36← 1791、 ANTA(新潟県旅行業鶴会)
TEL025-243-5060
・利用方法 :運営事務局に関合せいただくか、各事
務局のホームページより旅行会社を確認の上、申込
みください。

県事業のため力,果は不明

県

「つなぐ、にいが
た。」観光キャン

交通付き日帰り旅行
商品の割引支援

県内観光施設等を日帰りで訪れる旅行商品の割引を
実施

・対象期間 :令和2年8月 1日 (■)～ 10月 31日 (土 )
・割引内容 :県内を周遊する交通付き日帰り旅行商
品の利用に対し、1人当たり次の金額をキャッシュ
′ヽック

販売価格6千円以上 :3千円
販売価終4千円以上 :2千円
ダ涙売価格4千円未満 :対象外

,運営事務局 :」ATA(日本旅行業鶴会)新潟県地区
委員会TEL025 36←1791
,利用方法 :運営事務局に問合せください。

県内での

観光需要
の喚起

個人 申込対象者 :県内外問わず利用可
観光交流推
進課

・県事業のため執行状況
は不明

・県事業のため執行状況
は不明

県事業のため効果は不明53 給付

県

「つなぐ、にいが
た。」糧光キャン

書地型旅行商品の書il

引支援

・対象期岡 :

P割引内容 :

割引
,運営事務局

利用方法 :運営事務局に問合せくださしヽ
ルートライフ

:ア ツピュー株式会社、株式会社リク
スタイル

体験型商品販売サイ トで県内の藩地型旅行商品を予
約する際に利用できるクーポンを発行

令和2年8月 1日 (土)～ 10月 31日 (上 )
1人当たり販売価格2千H以上で千円の

県内での

観光需要
の喚起

偶人 申込対象者 :県内外問わず利用可
観光交流推
進課

・県事業のため執行状況
は不明

'県事業のため執行状況
は不明

・県事業のため効果は不口月54 解イヤ

14



新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講した事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

55 給付 県

新型ヨロナウイルス

感染症緊急包括支援
交付金 (医療分)

感染症の疑い患者とその他の患者が混在しない動線
確保など院内等での感染拡大を防ぐための取組を行
う医療機関、薬局、訪関看護ステーション、助産所
に対して、感染拡大防止対策等に要する費用を支
盈
基準額 :病院 200万 円+6万円X病床数

有床診療所 (医科・歯科)200万 円
無床診療所 (医科・歯科)1∞万円
薬局、訪間看護ステーション、助産所 70

万円
申講期限 :令和3年2月 28日

事業結繊 事業者
県内全ての医療機関 (病院、医科
惨療所、歯科鬱療所)、 薬局、訪
間看護ステーション及び助産所

地域医療推
進室

・一般会計診療所4,348
千円の予算計上に対し、
4,848千円 (100%)を執
行        ―
・特別会計診療所4,000
千円の予算計上に対し、
4,000千円 (100%)を執
行

7月 臨時補正
一般会計 4,848
特別会計 4,000

8,848 8,848 100.00%

計 9か′丁r

一般会計診療所
5診療所
特別会計診療所
4診療所

9 9 100,00%

・当初計画のとおり、一般会計診療
所、符別会計診療所、計9か所で感
染拡大防止対策を行い、補助金の交
付を受けた。

・一般会計及び特別会計診療所 手
携器自動水栓取替修繕、サーモグラ
フィ機器の導入、消毒用アルヨー
ル、マスク等の必要物品を配置し
た。

日

日

と56 給付 県

新型ヨロナウイルス

感染症緊急包括支援
交H住 (医療分)

誓書屋暴ゑ畠基化盆霧せf愚馨を農写雪緩繊耗睾孝
や職員に対し、慰労金を支給
一人当たり支給額 :5万円～力万円
申請期限 :令和3年2月 28日

事葉継統 事業者
地域医療推
進室

1,

千円

2月

し

上 に

66,800

9月 補正
一般会計 ■700
特別会計 と,500
病院事業会計

66,800

70,000 66,964 95,66“

・一般会計診療所34人の

見込みに対し、26人、
1,300千 円申請
・特別会計診療所30人の

見込みに対 し、27人、

1霧解堅望聾訴は上越地
域医療センター病院322
人641314千円を申語 (12
月支給)

398 875 94.22X

り、 申
初見込

み
減

ンター病院は当初
なった。

。対象者へ12月 に慰労金の支払を完
了した。

令和2年 2月 29日 から6月 30日 まで
の間に介護サービス事業所・施設
等に通算iO日以上勤務し、利用者
と接する職員

※複数の事業所に勤務した場合
は、勤務日数を合算して計算
※申請・支船は、退職された方も
含め、原則として、勤務又は拗務
していた施設・事業所を逓しての
申講となる

57 給付
”
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口
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廠
効

介護サービス事業所・施設等に動務する職員に慰労
金を支給
1人当たり文給額 :20万円 または 5万円

※感染者が発生・濃厚接触者に対応した施設・事業
所に勤務し利用者と接する職員は20万円
※上記以外の施,費・事業所に勤務し利用者と接する
脱員は5万円

雇用維持 事業者
高齢者支援
課

・50,000円 X3人 =
150,000円 を予算計上
し、12月 18日 に全頼執行
済み。
・県予算額
県事業のため執行状況
は不明

9月 補正 150 150 150 100.00%

,11月 19日付で3人分の
交付決定を受け、執行済
み

3 3 100.00鈷
・県では現時点における事業の効果
などについては把握 していない。

・県では現時点における事業の効果
などについては把握 していない。

雇用維韓 事業者 弾̈『　中由となる。
ゅ害福祉サ』蝉鞭弾的
拗蝉蜘籍船含め、原

福祉課
・県事業のため執行状況
は不明

58 給付 県

新型ヨ言ナウイルス

感染症緊急包括支援
交付金 (障害分野)

障害福祉サービス施設 ,事業所に報,務する職員にな
労金を支給
一人当たり支給額 :20万円 または 5万円
※複数の事業所に勤務した場合は、勤務日数を合
算して計算

・県事業のため執行状況
は不明

・県では現時点における事業の効果
などについては把握 していない。

・県では現時点における事業の効果
などについては把握していない。

59 鮒 県

新型コロナウイルス

感染症拡大防止協力
金

10万円を支給 事業継柱 事業者
県による休葉要請期間中に、県の
要請に応 じ休業などを行つた中小
企業、個人事業主

藤業政策課
・国事業のため執行状況
は不明

・国事業のため執行状況
は不明

公表きれていないため不明

県内での

観光需要
の喚起

個人 申込対象者 :県内在住者
観光交流推
進課

・県事業のため執行状況
は不明

60 給付 県

「つなぐ、にいが
た。J県民宿泊キャ

県民を対象とした宿泊割引キャンペーンを実施

・宿泊対象期間 :令和2年 6月 二日 (月 )～7月 31日
(金 )

・割引内容 :県内宿泊施届tで 1人当たり10,000日 以上
の宿泊に対し、最大5,000円 の割引
(※事業者のシステムにより異なる。)
・申込サイ ト:じゃらんnet、 楽天 トラベル
htt,sit■熱 、preF.nllgatB`Ig.jp/scc/kふ nkOkikaku/
13569036762587.html

(6/4から拡充)
・運営事務局 :」ATA(日 本旅行業協会)新潟県地区
委員会TEL025→64-1791(ANTA(新 潟県旅行業協会 )
rEL026 243-5060
・利用方法 :運営事務局に関合せいただくか、各事
務局のホームペ‐ジより旅行会社を確Bよの上、申込
みください。

・県事業のため執行状況
は不明 県事業のため力b果は不明

ノ

県内に主たる事業者又は従たる準

感染予防 事業者

磁業政策課
商業 。中心
市街地活性
lヒ推進室

現計予算 :2,500,000
千円

※予算は申請額ベース。
詳砕綱な現計予算額は聴駁
できず。

61 給付 民

新潟県新型ヨロナウ

苺宴鍵整斐猿査髪些
密対策支援金)

啓籍発畠勇1日 から申請 Hまでに支払つた新型ヨヨナ
ウイルス感染予防に必要な衛生設備の導入や衛生用
品の購入等に関する経費
支給額 :5万円 (下眼)～20万円 (上限)
補助率 :10/10
申請期間 :令和2年 9月 30日 鉄 )～令和2年 ?月 31日
(金 )

助成回数 !I事業者 (法人・個人事業主等)と して二
回のみ

と

申請件教ナFi4,000件
※県への開き取りによ
る

0 14,000 県事業のため効果は不明

16



新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

①令和2年 4月 1日 以降、感染症対
策を徹底した上で、サービスを提
供するために必要なかかり増し経
費が発生したすべての介護サーピ
ス事業″所 。施設

殉
募
酬
際
滞
］
サ」

餌
井
棚
サ】は
麟
機

高齢者支援
際

・県事業のため執行状況
は不明

62 助成 県

斬潟県新型ヨロナウ
イルス感染症緊急包
悟支援補助金 (介護
分)

D感染症対策の支援
感染症対策を徹底した上で、サービスを提供するた
めに必要なかかり増し経費を支援
助成上限額 :サービス類型ごとに設定

D介護サービス再開に向けた支援
(ア)在宅サービス事業所による利用者への再開支
曖への助成
助成額 :1利用者あたり1,500円 ～6)000円
(イ )在宅サービス事業所における環境整備への助
成
助成上限額 :20万円

事業継統 事業者
・県事業のため執行状況
は不明

・県では現時点における事業の効果
などについては把握していない。

・県では現時点における事業の効果
などについては把握していない。

①令和2年 4月 以降に感染症封策を
徹底した上でサービスを提供する
ためにかかり増し経費が発生した
施設・事業所
② (ア)令和2年 4月以降にサーピ
ス利用休止中の利用者へ利用再開
のための支援を行つた相談支援事
業所、住宅サービス事業所
(イ )令和2年4月以降に感染防止
のための環境整備を行つた相談支
援事業所、在宅サービス事業所

事業継繊 事業者 腐祉課
・県事業のため執行状況
は不明

／
く

６ 助成 県

新型ヨロナウイルス

感染症緊急包括支援
交付金 (障害分野)

①感染症対策を徹底 した上で、障害福祉サービス等
を提供するために必要な経費を支援
上限 :サービス毎に設定あり
②サービスの利用再開に向けた利用者への働きかけ
や環境整備を支援
(ア )在宅サービス事業所による利用者への再開支
援への助成
上限 :1利用者当たり1,600円 ～2,500円
(イ )在宅サービス事業所における環境整備への助
成
上限 120万 円

・県事業のため執行状況
は不明

・県では現時点における事業の効果
などについては把握 していない。

・県では現時点における事業の効果
などについては把握 していない。

影

い
た
　
よ
政
画

て

の
て
き
　
に
転
計
関

・新型ョ脚榊鶏・新型ョ榊勢‐こ係‥る勒醸

64 貸付 県
農業近代化資金 〔コ
ロナ枠】

貸付上限 :個人1,300万 円、法人2億円
貸付期間 :7～20年 (据置2～7年)以内
貸付利率 :当初5年開実質無利子 (6年 目以降は所定
の金希J)

事業継続 事業者 農村振興課
・県事業のため執行状況
は不明

・県事業のため執行状況
は不明

I

0 0 当担礫

件
件

及］如・３‐県経営普
談
付

・
３

相
貸

Ｒ３
，

・
・
く
認

者穂

・月に5,6件の相談は経営普及課に
来ているが、貸付実行には至ってい
ない。 (R3.3.31県経営普及課担当
者穂認)

事業構統 事業者 中小企業、個人事業主 産業政策課
・県事業のため執行状況
は不明

65 貸付 県 上限5千万向、貸付期間10年以内
・県事業のため執行状況
は不明

県事業のため効果は不明

6S 貸付 県

新潟県新型コロナウ
イルス感染症対応資
金

上限4千万円、3年間実質無利子・保証料ゼロ、貸付
期間10年以内

事業継続 事業者 中小企業、個人事業主 産業政策課
・県事業のため執行状況
は不明

・県事業のため執行状況
は不明

県事業のため効果は不明

67 寄付 県 ξ!｀夢告夢」プてヽ

Tノツサ Fη 夕 為 グ機関 :抑 審 5月野口
(水曜日)～6月 19日 l金曜日)

苦境の中で頑張つている新潟のお宿を応援しよう !
「にいがた結 (むすぷ)プロジェクト」県内宿泊施
設支援 11
クラウトファンディングサービス「にいがた いつ
ぼJを通して、登録いただいた宿泊施設への支援を
募り、支援金を各施設に届ける。
https://n-lppo.jゃ /project/detaIV635
・ I口 5,000円 (1支援者あたり何口でも、何施設でも
支援可能)
・支援者には支援額と同額の宿泊利用券 (Eチケッ
ト)をお返し
,利用券の有

"J期

間は令和2年 8月 1日 (上)～令和3
年7月 31日 (土)までの1年間

事業継焼 事業者
プロジ■クトに参画している宿泊
事業者

観光交流推
進課

・県事業のため執行状況
は不明

・県事業のため執行状況
は不明        ' 県事業のため効果は不明

事業継縦
個人 '
事業者

【文化の支援】
県内で活動する文化団体及び個
人、県内の文化財

文化振興課
・県事業のため執行状況
は不明

クラフドファンディング
活用事業 (文化団体等、
全県)

【クラウドファンディン
グ】886日、4,046千 円
【口塵振込等】1,663千
円
【企業鶴賛・寄附】
2,900千 円
【合計】8,609千 円

公表されていないため不明 ・問合せなし

68 寄付 県
にいがた結
ぷ)プロジ

(むす
エクト

クラウドファンディング活用による支援
■ 文化・スポーンの支援くスポーツ>
・事業者募集 :令和2年 5月 15日 (金曜日)～5月 29日
(金曜 日)
・クラウドファンディング期間 :6月 5日 (金曜日)
～6月 30日 鉄 曜日)

斌揺遼:ξ議練覆路†雷株ご墨軍あ生1議しャ、環境に
おかれている事業者、医療従事者、児童・生徒等
と、県民の応援する気持ちを『結ぶ』仕組みを構築
し、オール新潟で「にいがた結 (むすぷ)プロジェ
クトJを展開している。             _
htt,s:〃 断v.prei niigata.lg.Jp/sOc/seisaku/musu
buproject himl

※上記クラウドファンディングのほか、つぎの取粗
も行われている。
・新型コロナウイルス感染症対策応援基金 (仮称)
の募金
・プルーキャンペーン

事業繕統 事業者
県内の総合型地域スポーツクラ
ブ、プロスポーツ団体等

スポーツ推
造際 は暴誘|の

ため執行状況 ・県事業のため執行状況
は不明

7月 8日新l島県報道資料
ラウトファンディング活用事業
ポーン団体 6∫ 925千円

ク

ス
問合せなし
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講した事業の効果と進捗状況 (令和2年度分)3月 31日現在

69 ,M寸 鶴鶴会雄庫
緊急小日資金

緊急かつ一時的に生計の維持が困難となつた場合
に、費用の貸付を行う。
・貸付上限額 10万円以内 (※学校等の体業、個人
事業主等の特例 20万 円以内)
・据置翔岡  二年以内
・償還期間  2年以内
・貸付利子  無利子

生活資金
の剣 寸

個人

新型ヨロナウイルスの影樽を受
け、休業等により収入の減少があ
り、緊急かつ一時的な生計維持の
ための貸イヽlを必要とする世帯

福祉課
・県社協事業のため、執
行状況は不明

・ 3月 31日 現在、216件の

申講があり、うち208件
が決定となっている。

・新型コロナフイルスの影響により
一時的に収入が減少した際の緊急的
な資金貸付として利用されている。

70 鮒
螂朧会鵜庫

総合支援資金

生活再建までの間に必要な生活費用の貸付を行う。
・貸付上限額   (2人以上〕 月20万円以内

(単身) 月16万円以内
貸付期間 :原員13月 以内

・据置期間  1年以内
・償還期岡  10年以内
・貸付利子  無利子

生活資金
の貸付

個人

新型ヨロナウイルスの影書を受
け、失業等により生活に困窮し、
日常生活の維持が困難となってし,
る世帯

悟祉課
,県社協事業のため、執
行状況は不明

,3月 31日 現在、41件の

申請があり、 うち36件が

決定となつている。

ぃ奮懲分曼群常どtモ賠窮果
ぎ桑鍛奪

され、今後申請の増加が見込まれ
る。    ―

71 給付 畔嬢綿
異韓
生支援機構

震普記曾密桂糸懲雀肇寝雰念姿器奮管憂馨だ恐!こ愚
変後の所1尋の見込みにより要件を満たすことが確認
されれば支援対象となる。

I給付奨学金】
支給月額 9,800円～75,800円
※収入基準に基づく区分、学校の設置者、
通学形態によつて決まります。

【貸与奨学金】
支給月額 20,000円 ～64,000円
※収入基準に基づく区分、学校の設置者、
通学形態によつて決まります。

詳しくは日本学生支援機構ホームページで穂路して
くださセヽ
https:〃 Mvv jassO go jp/sho日 akuki4/1ndex html

澄落簾身浴∴塁『盈再p/shogakuttnんvakuね。皿/s
hoα akukl「simulator html

修学支援 個人

・すこ期大学 ,大学・大学院・専格
学校 (専門際嶽)・ 高等専門学校
に在学中の人

学力基準、家計基準あり

学校教育課
'日本学生支援機構が実
施している事業であるた
め、執行状況は不明

実
た

が

る

蹴
鶏
醐

支
事

況

生

る
状

学

い
行

酪
区
執ヽ

・
施

め

'日本学生支援機構が実施している
事業であるため、効果は不明

72 貸付 福祉貸付

カンコ

:15年以内 (1～ 3年 )
:5年以内 (6か月以内)

事来熊悦 事業者 貸付を希望する福祉事業者 福祉課

・ (独)福祉医療機構が
実施する事業のため執行
状況は不明

福祉医療機構が
事業のため執行

状況は不明

。 (独 )
実施する

(独)福祉医療機構が実施する事業
のため,切暴などについては不明④雛靭

事業継統 事業者
・新型ヨロナウイルス感染症によ
り直接的・閥機的に被害を受けた
農業者

農村振興課
・他団体事業のため執行
状況は不明

・他団体事業のため執行
状況は不明

0 273 貸付 」A
新型ヨロナウイルス

感染症緊急対策資後脚蜘帥呻
絶解
0臨9舶
当初5年間実質無利子 (6年目以降は年

・相談件教 (市内):4件
・貸付実行件教 (市内):2件
・貸付実行件教 (県内):48件
(R3.3.31え ちご上言む融資課担当者
石導Hヨ露【)
。当初、R3.3.31ま でを取扱期間と
していたが、1年間延長となった。
・取扱限度額はR2年度を含め5億円

・市内の貸付実行件数は2件であ
る。県内では48件 となっている。
(R“ 3.31え ちご上越融資課担当者
確認)
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の進捗状況 (令和3年度分)4月 16日現在

市の支援策

0,00% 市
H
申請
Pにより周知
:2件

・479件分、15,909千円
を予算計上済み

15,909 0.0011 479

住居を確
保しつ
つ、就労
による自
立を支援
する

個人

離職・廃業、やむを得ない体
業・勤務時間の減等により経
済的に困痢し、住居を喪失し
ている又は喪失するおそれの
ある人で次の①～⑥に該当す

る

る

自

じ

る

談

・現金

も対象
自分で賄つ

あり
フリーランス

た求

、学
てい

福祉課1 給付 市 住居確保給付金

家賃の一部又は全部を世帯の収入状況により給付
支給額 (上限):世帯人数と世帯収入により単身者
32,000円、2人世帯38,000円、3～5人世帯42,000円、6
人世帯4乳 000円 、7人世帯50,000円
支給期間 :原則3か月、最長9か月
支給方法 :大家・不動産屋など貸主の口座へ振込み
※以前、給付を受けた方に対する再支給 (3か月間)
の申請期間は令和3年6月 末まで

0.00%

。4月 16日 現在 107件 の
申請あり (4月 14日 34
イ牛、 15日 29件、 16日 44
件)

初自の受付件数は近年で最
も多い34件
(H2924イ牛、 130 12T牛 、 Rl
32件、R228件)

個人

市内に居住し、本市の住民基
本台帳に登録されている人、
または定住を目的に空き住宅
をリフォームする個人で、補
助事業実績報告書の提出期限
までにリフォームを完了した
空き住宅に住民票を移すこと
ができる人

建築住宅課

【前期】
(受付)4月 14日 (水)
～5月 19日 (水 )

(交付決定)6月 中旬
【後期】
(受付)9月 15日 (水 )

～10月 ■日(月 )
(交付決定)11月 中旬

100,000

市内経済の活性化と
のジフォームエ事を
等の見直しを行つた
助する。

居住環境の向上を図るため、
行う場合に、補助上限額の引
上で、工事に係る経費の一部

住宅
上げ
を補
向上

事業継続
居住環境2 給付 市

住宅リフォーム促
進事業補助金

255,077 0.0011 1生 920

ひとり親世帯
・児童扶養手当受給者
4月 27日 (火)支払予定
1,127世帯 1,671人
83,550,000円

生活資金
の支給

個人 所得の少ない子育て世帯 こども課
4月 13日 専決
255,077千円3 給付 市

低所得の子育て世
帯ti対する子育て
世帯生活支援特卿I
給付金

翠 轟系義;寡な俸 馨髯章こ籍走鳥髯胡 霙準箋ζ畠ま
中

えた生活の支援を行う観点から、子育て世帯生活支援
特別給付金を支給する。※ひとり規世帯以外の所得の
少ない子育て世帯への給付については、現在、国が制
度設計を行つており、7月 以降の給付になる見込み。

国保年金課
・予備費の充用を行い80
千円を予算計上

80 0,00,l

。4月 13日 に1件申請あり
審査中

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防上を図るた

超i昇騒管療管雛誤参花農籍畢雪盤撃支
染落手誓ρ

l日 当たりの支給額 :直近の継続した3か月間の給与等
収入の合計額を就労日数で除した金額の3分の21こ相当
する金額 (給与等の全部又は一部を受けることができ
る場合は、支給額が調整されたり支給されない場合が
ある。)
紺象期間 :令和2年 1月 1日 から令和3年6月 30日 までの

間で働くことができない期間 (入院が継続する場合等
は最長1年6か月)              ぅ

大
び
償

拡
及
補

染
止
業

感
防
休

個人

国民健康保険の被保険者のう
ち給与等の支払いを受けてい
る人で、新型コロナウイルス
に感染又は感染の疑いにより3
日間を超えて働くことができ
ず、その期間に対する給与等
の支払いを受けられない人

4 給付 市 傷病手当金の支給
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の進捗状況 (令和3年度分)4月 16日現在

学校教育課

・小学校就学援助費補助
事業予算額88,046千円
・中学校就学援助費補助
事業予算額86,333千円

174,379 0.001`5 給付 市 就学援助制度

経済的な理由によりお困りの小・中学生の保護者に
対し、学用品費などを援助します。原則、前年所得額
により判定を行いますが、新型コロナウイルス感染症
の影響やその他の事情による家計急変でお困りの場合
は、急変後の所得が要件を満たすことが確認されれば
援助対象となります。

・主な援助費目
学用品費、新入学用品費、修学旅行費、給食費、児
童生徒会費、PTA会費、卒業アルバム代
・援助額 (年額)
小学校年額70,000円程度、中学校110,000円程度
・支払
原則、年3回 (毎学期末)に支払います。

就学援助 個人

・小学校、中学校に通学する
児童生徒の保護者
・令和3年度の市民税が世帯員
全員非課税または減免の世帯
・世帯員全員の総所得額が市
の定める基準以下のご家庭
・収入が突然断たれたため、
生計維持が困難になつたご家
庭

0,00,l 575 0,00%

・令和3年3月 24日 付けで、
介護保険・障害福祉サービ
ス運営法人及び居宅介護支
援事業所宛に事業の実施に
ついて周知した。

感染拡大
防止

個人

次のいずれかに該当する人
①介護保険施設及び障害者福
祉施設に新たに入所する人
②介護保険及び障害福祉サ‐

ビスの通所サービス等を利用
する人のうち、県外在住者等
との接触により感染のおそれ
がある人

高齢者支援
課
福祉課

12,1906 助成 市

上越市新型ヨロナ
ウイルス感染症に
係るPCR検査助成事
業

介護保険施設及び障害者福祉施設に新たに入所する人

喜約省諄管資盈げ懐言慨針蓬淫辱桑?源顧漁正Fr感
業のおそれがある人が受けるPCR検査の費用を助成す
る。

羨謝徐事れかに該当する人           /
①介護保険施設及び障害者福祉施設に新たに入所する
人

矧寄詳箸資佑げ詈亨彊嫌准こ辱る?冴震瓶にFぢ惑晃
のおそれがある人

【助成回数】
①の助成対奪と者は助成期間内で1回
②の助成対象者は回数制限なし

【助戒額】
①の助成対象者は検査費用の全額22,000円 (自 己負担
なし)
②の助成対象者は検査費用の一部20,000円 (自 己負担
額2,000円 )。 ただし、②の助成対象者のうち生活保
護受給世帯の人は自己負担なし

【募集】

槍藻癬密碁黒蛋手P修
学が困難な学生を対象に奨学金

令和4年 3月 まで随時、受付を行います。
①高等学校、高等専門学校、中等教育学校 (後期課程
に限る)、 特別支援学校の高等部、専修学校の高等諜
程在学者 (修業年限が2年以上)
貸付額 (月額):15,000円
②大学 (専門耶ヶ乾大学、大学院、専門職大学院、短期大
学、専門職短期大学を含む)、 専修学校の専門課程在学養鰯

2年路|;とO円

しヤヽ

アルバイ
ト収入減
等で学業
継続が厳

個人

・上越市に保護者等が居住す
る世帯の学生又は生徒
・成績評定が一定以上の人
(住民税所得割非課税世帯は
除く)
・保護者等の所得が一定基準
以下の人

学校教育課 ・基金で運用7 貸付 市 上越市奨学金

【前倒し交付】
・通常4月 、イ月、10月 、1月 の4回に分けて12か月分を
交付する奨学金を前倒して交付する
。本人の申し出により下記の区分で交付する
①9か月分前倒し (7月 ～3月 分)
②6か月分前倒し (7月 ～12月分)
③3か月分前倒し (7月 ～9月 分)

イ
減
業

パ
入
学

ル
収
で

ア
ト
等
継続が厳
しヤヽ

個人 奨学金貸付者 学校教育課 ・基金で運用8 貸付 市 上越市奨学金

て
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月
倒
り
０
９
９

Ｉ

・
交

・

、1月 の4回に分けて12か月分を
して交付する
下記の区分で交付する
月～3月分)
月～12月 分)
月～9月分)

アルバイ
ト収入減
で学業継
続が厳し
ヤ`

個人 奨学金貸付者 教育総務課
基金で運用
(前倒し交付済み)

・申請件数 :1件
0 19 貸付 市 上越学生寮奨学金

払えない

収入減で
国民健康
保険税が

個人

国民健康保険の被保険者のう
ち次の要件のいずれかに該当
する世帯

① 新型コロナウイルス感染
症により、世帯主が死亡し、
又は重篤な傷病を負つた世帯
の方
② 新型コロナウイルス感染
症の影響にょり、世帯主の事
業収入、不動産収入、山林収
入または給与収入 (以下、
「事業収入等」)のいずれか
の減少額が、前年に比べて
30%以上減少するなど一定要
件に該当する世帯の方 (ただ
し、給与収入について、倒
産、解雇など事業主の都合に
より離職された方は、現行の
非自発的失業者の保険税軽減
制度の対象となる。)

国保年金課
・歳入還付のため、歳出
予算の計上はない

(

オ

10 減免 市

国民健康保険税の
減免
【6月議会に条例改
正を上程予定】

幅
合、賜

主
場
を

帯
る
税

世
れ
険
まヽ
保

り
込
康

よ
見
健

に
が
民

書
と
国

影
こ
の

の
る
帯

症
す
世

染
少
象

感
減
対

′

ス
度

ヽ

ル
程
と

イ
定
も

ウ

一
の

ナ
が
件

口
等
要

コ
入
の

併

型
収
定
る

新
業

一
す

減免期間 :令和3年4月 1日 から令和4年3月 31日 までに
納期限 (年金天引きの場合は年金給付日)が設定され
ている国民健康保険税

【還付方法】
令和3年度分の保険税を徴収しないか、歳入した保険
税を還付する (歳入還付)。

②
ま

ら

る

の場合は保険
れる事業収入
び世帯の被保
決定しま

減免額 :

税の一部
等にかか
険者全員
す。)

新型コロナウイルス感染症により、世帯の生計維持者
が死亡または重篤な傷病を負つた場合や、事業収入等
が前年よりも30%以上減ノ)｀することが見込まれる場合
の介護保険料を減免
減免額は死亡等の場合は全額、事業収入等の減少の場
合は、減少する事業収入等の前年の所得や合計所得金
額から決定

事業収入
妙
課
の
介
等
で
険料を納
付できな
い

個人
事業収入等の減少などで介護
保険料を納付することができ
ない方

高齢者支援
課

議翠絨鞠
措置なし

11 減免 市
介護保険料の減免
【6月議会に条例改
正を上程予定】

12 猶予 市 上越市奨学金
と
金
，

期
学
予

同
奨
猶

年
に
で

前
合
ま
場ヽ
分

り
た
月

は
あっ中

響
が
和

孵
膨
綸

症
の
長

染
入
最

感
収
く
房雄
る。

イ
％
す

Ｉ
ゥ
２０
予

婚

コロナ
報
醐

返
型
べ
返

Ｉ
新
比
の

収入の減
少により
奨学金の
返還が囚
難

個人

奨学金返選者
(返還者本人のほか、連帯保
訂と人、返選者または連帯保証
人の世帯員も対象)‐

学校教育a課 ・基金で運用

〉
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13 猶 予 市 上越学生寮奨学金

【返還猶予】
新型コ▼ナウイルス感染症の影響により、前年同期と
比べて概ね20%以上収入の減少があった場合に奨学金
の返還を猶予する。 (最長で令和4年 3月 分まで猶予)

収入の減
少により
奨学金の
返還が困
難

個人

奨学金返還者
(返還者本人のほか、連帯保

齋かと尋置憲爵象伊
連帯保証教育総務課 予算措置なし

14

新型コロナクイルス感染症の影響により、前年同期と

渚釜纏警懇翠挙哲ナ妥食竃撃然瑠象晶考雰拿好雑革命

収入の減
少により
奨学金の
返還が困
難

個人

奨学金返還者
(返還者本人あほか、連帯保
証人、返還者または連帯保証
人の世帯員も対象)

企画政策課猶予 市
上越市定住促進奨
学金の返還猶予

・予算措置なし
4月 8日 に対象者へ事業実施
について周知した。

15 猶予 市
介護保険料の徴収
猶予

公的機関が実施する融資制度及び貸付事業を利用して
いる方など、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、一時に納付することが困難な方に対する介護保険
料の徴収猶予 (最大6か月)

収入等の
減少で介
護保険料
を一時に
納付でき
ない

個人
収入の減少で介護保険料を一
時に納付することができない
方

高齢者支援
課

予算措置なし

16 給付 市

新型コロナウイル
ス感染症対策プレ
ミアム付商品券発
行支援事業

商五団体等が発行するプレミアム付商品券に対して
30%を上限とした上乗せ分を補助

参加店舗数に応じて250万円から1,250万円
上限100万円
:3月 3日 ～10月 29日
し次第、受付終了

補助額 :

事務費 :

申請期間
予算に達

消費喚起 事業者 団体等

産業政策課
商業・中心
市街地活性
化推進室

・297,500千 円の予算計
上に対し、4月 16日 時点
で17,719千円

297,500 17,719 5,96%

申請件数 :11件
申請額 :78,188千 円
交付決定数 :3件
交付決定額 :17,719千円

0 3

・チランを作成し、3月 8日

懸電モ奪蘭路
｀各区商二会

・3月 2日 に報道機関へ情報
提供

事業継続 事業者17 給付 市 事業者経営支援金

売上減少率、売上規l莫に応じて、最大100万 円を給付

申請期間 :3月 3日 ～7月 30日
給付回数 :1事業者につき1回まで

市内に事業所を有する中小企
業、個人事業主、公益法人等

産業政策課

・令和3年3月 340,000千
円の予算計上に対し、4
月16日 時点で、59,446千
円

340,000 59,446 17.48,l
・4月 16同 時点で237件執
行 0 237

・チランを作成し、3月 3日
に商工会議所、各区商二会
を通じて周女偶
・3月 2日 に報道機関へ情報
提供
i4月 8日 FM― J「広報J
ステーション」にでPR
,4月 9日、4月 15ロ プレスリ
リース
・4月 12日 LINE発信
,414件の照会、相談を受け
ている。
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の進捗状況 (令和3年度分)4月 16日現在

18 給付 市
雇用調整助成金申
請費補助金

雇用調整助成金又は緊急雇用安定助成金の支給に必要
な書類を社会保険労務士等に委託した場合の委託料の

上限 :10万円    °
申請期限 :6月 3o日
補助回数 :1事業者につき1回まで
令和2年4月 1日 以後、最初の雇用調整助成金 (緊急雇
用安定助成金)の支給について委託した委託料に限
る。

2分の11こ相当する額

雇用維持 事業者

に主たる事業所を置き、
コロナウイルス感染症の
により事業活動の縮

に必

要な

な く れた中小企業
は緊

に委託したもの

産業政策課

・2,400千円め予算計上
に対し、4月 16同 時点で
100千円執行

2,400 100 4.1711
,4月 16日 時点で1件執行

0 1

・チランを作成し、3月 3日
に商正会議所、各区商工会
を通じて周知
・3月 2日 に報道機関へ情報
提供
・受付 :1件、執行 :1件

19 給付 市

地域経済活性化店
舗等改装促進事業
補助金 (新型平ロ
ナウイルス対応
型)

対象事業 :新型コロナウイルスの感染予防を目的に、
店舗の衛生環境の整備、換気の向上及び密集や接触の
回避に資する工事費

10/10
20万円
:3月 3日 ～7月 30日
し次第、受付終了
:一店舗につき1回まで

感染予防 事業者

小売業、飲食業、宿泊業、生
活関連サービス業、娯楽業、
運輸業、卸売業、不動産業、

招巣辱擢薦と、ぞ屠轟奪菱だ普
んでいる事業者

※他に風営法による対象外、
店舗の建築基華法、食品衛生
法、消防法等への適合要件あ
り

産業政策課
商業・中心
市街地活性
化推進室

・126,400千 円の予算計
上に対し、4月 16日 時点
で14,219千 円

126,400 14,210 11,241`

申請件数 :133件
申請額 :24,976千円
交付決定数 :74件
交付決定額 :14,210千 円

74

・チランを作成し、3月 3日
に商工会議所、各区商工会
を通じて周知
・3月 2日 に報道機関へ情報
提供
・233件め照会、相談を受け
ている。
i4月 12日 LINE発信
・4月 15日 プレスプリース

事業継続20 給付 市
証信用保証協会保

料補助金
新潟県セーフティネット資金等制度融資を利用する際
の信用保証料を全額補給

事業者 市内中小企業、個人事業主 産業政策課

・52,500千円の予算計上
に対し、4月 16日 時点で
執行なし

52,500 0.0011

・チランを作成し、3月 3日
に商二会議所、各区商工会
を通じて周知
・3月 2日 に報道機関へ情報
提供

21 利子補給補助金

新潟県セーフティネット資金等糾度融資を利用する際
の借入利子 (1.0%、 2年分の利子相当額)を一格補助

申請期限 :融資実行日から30日 以内

事業継続 事業者 市内中小企業、個人事業主 産業政策課給付 市

・47,る00千円の予算計上
に対し、4月 16日 時点で
執行なし

47,600 0,00,l

・チラィを作成し、3月 3日
に商二会議所、各区商工会
を通じて周知
・3月 2日 に報道機関へ情報
提供

市内中小企業者が行う事業継続に向けた新たな取組や
販路開拓、新商品・新サービスの開発等への取組を支
援

・対象経費 :上記事業を始めるための初期費用 (設備
備品等購入費、車両費、委託費、専門家相談費、広報
費等)
・補助率 :4分の3(上限100万 円)
・申請期間 :3月 3日 ～12月 28日

コロナ禍
で新たな
取組を行
いたい市
内中小企
業者

事業者 市内中小企業者
上越ものづ

くり振興セ
ンター

22 給付 市

上越市中小企業者
チャレンジ応援事
業補助金

予算額150,000千円に
対し、45,642千 円の予算
を執行 (執行率は
30:43%)

150,000 45,642 30.43,l

申請件数 :68件
交付決定件数 :57件 (事
業継続16件、販路開拓18
件、新商品・振サービス
開発23件 )
交付決定額 :45,642千 円

150 57 38,00%

・3月 2日 に報道機関へ情報
提供
・チラシを作成し、3月 3日
に商工会議所、各区商二会
を通じて周知
・131件の照会、相談を受け
ている。

23 給付 市
商工団体臨時給付
金

新型コロナクイルス感染症の影響の長期化に伴い、商
工会議所及び各区商工会が会費の減免を行う場合など
にかかる費用の一部を市が給付することにより、会員
の負担軽減や団体の運営維持を支援する。

事業継続
商工会
議所
上越商工会議所、上越市商工
会連絡協議会

産業政策課
・40,197千円の予算計上
に対し、4月 16日 時点で
執行なし

40,197 0.00%

・チランを作成し、3月 3日
に商工会議所、各区商工会
を通じて周知
・3月 2日 に報道機関へ情報
提供
。各商工団体からの申請待
ち
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24 補助 市
農産物等インター
ネット販売強化促
進事業

新型コロナウイルス感染症の再拡大の影響を受け、需
要が低迷する上越産農産物等の販売を促進するととも
に、コロナ禍で家庭での消費が増え、インターネット
シヨンピングの利用者が急増していることを踏まえ、
新しい生活様式に対応した足】要の強い農林水産業を確
立するため、上越産品に特化したインターネット
シヨンビングモールを活用した販売拡大の取組を支援
し、上越産品の販売促進及び農業者等の負担軽減と所
得確保を図るとともに、セミナーの開催により、農業
者等のインターネット販売への参入を促す。

O農産物等インターネット販売強化促進事業補助金
・対象経費
(1)農業者等の入会金免除に伴う入会金相当額
(2)キ ャンペーン期間における商品代金・送料の割
引相当額
(3)商品説明の作成、写真撮影等の商品掲載に要す
る費用 (新規)
(4)広告宣伝費 (拡充)
・補助対象者 :上越産品に特化したインターネット
シヨンピングモールの運営事業者 (JCCンフト脚)
・補助率 :10/10

0イ ンターネット販売参入に向けたセミナーの開催

コロナ禍
で影響を
受けた農
産物等の
販売促進

事業者

上越産品に特化したインター
ネットショシピングモールの
市内運営事業者 (JCCソフ
ト0鞘 )

農村振興課

・予算額9,395千円に対
し、9,281千円の予算を
執行 (執行率は
98.79%)
※4月 16日現在

9,395 9,281 98.79,l 交付決定件数
:1件

※4月 16日 現在
1 1 100,00%

。3月 9日 に補助金交付決
定、事業着手
,3月 10日 に市ホームページ
掲哉
・出店者募集チランを作成
し、3月 10日 に市内農業者及
び事業者へ郵送、商工会議
所、各区商工会を通じて配
付
・出店者募集 :3月 ■日開始
,4月 8日 にインターネット
販売入門セミナーを開催、
参加者3b人
・新規出店申込 :3事業者

25 軽減 市
の拡

O適用対象を拡充 :事業用家屋と構築物を追加
・事業用家屋は取得価格の合計額が300万円以上の先
端設備等とともに導入されたもの
。構築物は旧モデル比で生産が年平均1%以上向上す
る一定のもの
O特例 :固定資産税をゼロ
O令和3年度及び令和4年度の固定資産税に適用 (2年
間延長)
※先端設備等導入計画に位置付けられたもの

中小事業
者の負担
軽減

事業者

新型コロナウィルスの影響を
受けながらも新規に設備投資
を行う中小事業者等
※「中小事業者等」とは、資
本金額又は出資金額が1イ意円以
下の法人、資本金または出資
を有しない法人の場合、常時
使用する従業員の数が1,000人
以下の法人、常時使用する従
業員が1,000人以下の個人

税務課
・予算措置なし

・令和2年度の申告者
(令和3年度固定資産税
の軽減対象者):29件

O令和2年2月 ～10月 までの任意の3か月間の売上高が
前年の同時期と比べて減少している場合、以下に掲げ
るとおり軽減する。
・30%以上50%未満減少している場合は、固定資産税
を50%
・50%以上減少している場合は、固定資産税をゼロ
O償却資産ど事業用家屋を対象とする。
O令和3年1月 31日 までに、認定経営革新等支援機関等
の認定を受けて各市町村に申告した者に適用する。 一
〇令和3年度の課税分に限定

中小事業
者の負担
軽減

事業者

令和2年2月 ～10月 までの任意
の3か月間の売上が30%以上減
少している中小事業な等
※「中小事業者等」とは、資
本金額又は出資金額が1億円以
下の法人、資本金または出資
を有しない法人の場合、常時
使用する従業員の数が1,000人
以下の法人、常時使用する従
業員が1,000人以下の個人

税務課26 軽減 市

中小事業者等が所
有する償却資産及
び事業用家屋に係
る固定資産税等の
軽減措置

・予算措置なし

,令和2年度の申告者
(令和3年度固定資産税
の軽減対象者):795件

27 市
路上利用に伴う道
路占用許可基華の
緩和

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける飲食店等の
皆様を支援するための緊急措置として、地方公共団体
と地域住民・団体等が一体となつて取り組む沿道飲食
店等の路上利用 (テイクアウト販売やテラス)´の占用
許可基洋を緩和する。

条 件 :

①新型コロナウイルス感染症対策のための暫定的な営
業であること
②「3密 Jの回避や「新しい生活様式Jの定着に対応
すること   ‐
③テイクアウト、テラス営業等のための仮設施設の設
置であること
④施設付近の清掃等にご協力いただけること
占用料 :免除
期 間 :令和3年9月 30日 まで

飲食店等
の方々に

事業者

地方公共団体又は関係団体に
よる一括申請
・地元関係者の協議会等、地
方公共団体が支援する民間団
体など
(例 :商店街組合、商工会な
ど)
。個別店舗ごとの申請は対象
外

道路課 ・予算措置なし減免

事業者からの相談により
申請を受ける

令和2年度 :1件
令和3年度 :0件

上越市ホームペとジにて周
知を行つている。
(http://cms.city.jbetsu.
niigata.jp/soshiki/dourOk
a/covid19-dourosenyo―
kanva.html)
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国の特例制度終了に伴い、31き続き納税が困難な方を
対象に既存の徴収猶予制度を活用した、市独自の運用
基準による特例制度。

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年2月
以降、事業等に係る収入が前年同期に比べ概ね20%以
上減少した場合、1年間、納税を猶予。担保不要で、
延滞金は全額免除
対象となる市税 :令和3年2月 2日 以降、令和4年 3月 31
日までに納期限が到来するすべての市税
申請魏限 :各納期限の日

収入減で
納税でき
ない

個人
事業者

②一時に

2つ

る こ が困難

・特
の

1

コロナク
よ り

同期に

(個人・
わない)

28 猶予 市
上越市徴収猶予の
特例制度

収納課 ・予算措置なし

(国民健康保険税は含ま
ない)

申請予定件数 ■件
申請予定金額 8,317千
円

許可件数  1件
許可金額  736千円

※計画欄には申請予定件
数、執行状況欄には許可
件数を入力

申請件数
申請金額

2件
834千円

11 1 9,0911

・制度周知は、広報上越4月
号、市ホ▼ムページ、SN
S、 令和3年度納税通知書ヘ

の案内チラン同封により実
施

29 猶予 市
下水道事業受益者
負担金 (分担金)
の徴収猶予

令和3年度に納期限を迎える負担金 (分担金)の金額
の徴収を1年以内の期間猶予

「
支
困

限

の
が

期
で
い

納
ま
払
難

個人・
事業者

・新型コロナウイルス感染症
に関連して、市税等の猶予を
受けている方
。国及び県等による新型コロ
ナウイルス感染症関連の緊急
小白資金等の貸付を受ける方
・回、県及び当市等が実施す
る新型コロナウイルス感染症
関連の特別融資制度等を利用
される方

生活排水対
策課

予算措置なし
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回・県等の支援策

産業政策課

雇用維持 事業者30 給付 国

雇用調整助成金
緊急雇用安定助成
金
(新型コロナウイ
ルス感染症の影響
に伴う特例)

経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた
事業主が、労働者に対して一時的に休業、教育訓練又
は出向を行い、労働者の雇用維持を図つた場合に、休
業手当、賃金等の‐部を助成するもの
助成額 :中小企業 4/5

(解雇等を行つていない場合は10/10)
大企業 2/3

支給対象期間の最終日の翌日から起算して

日

雇
額上

で

の

す る

あ り

(解雇等
15,000円

を行つていない場合は3/4)

には、緊急雇用安定

された月の

ハ
厚
ば
限ローワークヘ

生労働省の申

大企業、中小企業、個人事業
主 ′

農林漁業経営体

農政課

。国事業のため、執行状
況は不明

・回事業のため、執行状
況は不明

産業政策課

31 給付 国
応小学校休業等対

助成金

新型コロナウイルス感染声ェの影響に伴い、休佼となっ
た小学校等に通う子供等を世話する保護者である労働
者が、有給休暇を取得した際に、事業者が支払った賃
金相当額を助成 (上限15,090円 /H)
※雇用保険、労働者災害補償保険に加入しない暫定任
意適用事業所の農林漁業経営体は、北陸農政局が発行
する「農業等個人事業所に係る証明書」があれば、学
校等休業助成金・支援金受付センターヘ申請が可能。
(証明書発行受付期限 :厚生労働省の申請期限の概ね
2週間前まで)

事業継続
雇用継続

事業者
中小企業、個人事業主
農林漁業経営体

農政課

・国事業のため、執行状
況は不明

・回事業のため、執行状
況は不明

一時支援金

緊急事態宣言に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外
出・移動の自粛により影響を受け、売上が減少した中
堅・中小事業者に一時支援金を支給する。

緊急事態宣言の再発令に伴い、次の2つの要件のどち
らかにより、今年1月 から3月 までのいずれかの月で、
対前年比で50%以上売上高が減少していることが必
要。
①緊急事態宣言発令地域の飲食店と直接・聞接の取引
がある
②緊急事態宣言発令地域における不要不急の外出・移
動の自粛による直接的な影響を受けた

中小企業 最大60万円
個人事業主 最大30万円

事業継続 事業者

緊急事態宣言に伴う飲食店の
時短営業や不要不急の外出・
移動の自粛により影響を受
け、売上が減′)｀した中堅・中
小事業者

産業政策課
・回事業のため執行状況
は不明

32 給付 国
・国事業のため執行状況
は不明
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33
新型コロナウイル
ス感染症対応体業
支援金・給付金

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止の措置
の影響により休業させられた労働者のうち、休業中に
賃金 (体業手当)を受けることができなかつた人に対
し、体業前賃金の8割を休業実績に応じて支給。短時
間勤務、シフトの日数減少なども対象。
日額上限 :11,000円
申請期限 :

(中小企業)
休業した期間が令和2年 19月 ～12月  令和3年5月 31日

令和3年 1月 ～4月  令和3年7月 31日
(大企業)
休業した期間が令和2年4月 ～6月 、令和3年 1月 8日 ～4
月

｀           令和3年7月 31日

※体業した期間が令和2年4月 ～9月 であつても申請が
可能な場合あり。  1

雇用維持 労働者

新型コロナウイルス感染症及
びそのまん延防止の措置の影
響により休業させられた労働
者のうち、休業中に賃金 (休
業手当)を受けることができ
なかつた人

産業政策課
・国事業のため、執行状
況は不明

給付 国
・国事業のため執行状況
は不明

34 給付 国
産業雇用安定助成
金

ウイルスの影響により事業活動の一時的な縮小
された事業主が、在籍型出向により労働者の雇
る場合に、出向元と出向先の双方の事業主に対
る。
出向】
的とする出向 (新型コロナウイルス感染症の

条件により異なる。)         1
0出向初期経費
就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に
際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業主が出向者を
受け入れるための機器や備品の整備などの出向の成立に要
する措置を行つた場合に助成(助成額 :出向元・先各
190,000円 /人 (定額)※加算を行う場合あり)
【助成対象期間】
O出向開始日が令和3年二月1日 以降の場合
出向開始日以降の出向運営経費及び1月 1日 以降の
出向初期経費
O出向開始日が令和3年 1月 1日 より前の場合
1月 1日 以降の出向運営経費のみ

れた事業

が前提。は元

12,

【

く

用

を 目

る

よ り

新型車ロナ

して

(上限額 雇用維持 事業者

・新型コロナウイルス感染症
の影響により事業活露tの一時
的な縮小を余儀なくされたた
め、労働者の雇用維持を目的
として出向により労働者 (雇
用保険被保険者)を送り出す
事業主 (出向元事業主)
。当該労働者を受け入れる事
業主 (出向先事業主)

産業政策課
・国事業のため、執行状
況は不明

・回事業のため執行状況
は不明

化
瞭
１

強

一
枠

盤
パ
ナ

基

一
ロ

営
ス
コ

経
く
Ｉ

業
金
＞

農
資
金

貸付上限 :個人3億円、法人10億円
貸付期間 :25年 (据置10年)以内
貸付利率 :当初5年間実質無利子 (6年目以降は所定の
金利)

事業継続 事業者

・新型コロナタイルス感染症
の影響により経営に影響が発
生していること等を融資機関
で確認できた認定農業者
・新型コロナウイルス感染症
による経営環境変化に対応
し、反転攻勢に係る計画を作・

成し、その計画の達成が見込
まれると融資機関で確認でき
た認定農業者

農村振興課
・回事業のため、執行状
況は不明

35 貸付 回

。回事業のため、執行状
況は不明

36 貸付 国

農林漁業セーフ
ティネット資金
【コロナ枠】

貸付上限 :簿記記帳を行つている場合は、年間経営費
の12分の12又は粗収益の12分の12に相当する額のいず
れか低い額。それ以外の場合は1,200万円
貸付期間 :15年 (据置3年)以内
貸付利率 :当初5年間実質無利子 (6年 目以降は所定の
金利)

事業継続 事業者

新型コロナウイルス感染症の
影響により経営に影響が発生
していること等を融資機関で
確認できた主業農業者等

農村振興諜 '国
事業のため、執行状
況は不明

'回事業のため、執行状
況は不明
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37
除
予
免
猶

国民年金保険料の
免除・納付猶予

新型コロナウイルス感染症の影響により、収入源とな
る業務の喪失や売り上げの減少などが生じて所得が相
当程度まで下がつた場合、臨時特例措置として本人申
告の所得見泌額を用いた簡易な手続きにより、国民年
金保険料免除申請が可能。

申請の対象となる期間 :令和元年度分 (令和2年2月 分
から6月 分)、 令和2年度分 (令和2年7月 分から令和3
年度6月 分)
免除承認の所得基準 :免除区分について以下の計算式
で計算した金額以下であることが必要
全額免除 ((扶養親族等の数+1)× 35万円+22万円)
3/4免除 (78万円十扶養親族等控除額十社会保険料控除
額等)
半額免除 (■8万円十快養親族等控除額キ社会保険料控
除額等)
1/4免除 (158万 円+扶養親族等控除額十社会保険料控
除額)

※令和3年度分についても、特例措置が継続される予
定
免除等のサイクルが令和3年7月 から令和4年6月 であ
るため、詳細は追つて通知が来る予定

令和2年2
月以降
に、業務
が失われ
た等によ
り収入が
減少し、
国民年金
保険料の
納付が困
難

個人

以下の2点をいずれも満たした
方

①令和2年2月以降に、新型コ
ヨナウイルスの感染症の影響
により収入が減少したこと
②令和2年2月 以降の所得等の
状況から見て、当年中の所得
の見込みが、現行の国民年金
保険料の免除等に該当する水
準になることが見込まれるこ
と

国保年金課

。日本年金機構が実施し
ている事業であるため、
執行状況は不明

・日本年金機構が実施し
ている事業であるため、
執行状況は不明

38 ガ曽予 国
国民年金保険料学
生納付特例

新型コロナウイルス感染症の影響により、収入源とな
る業務の喪失や売り上げの減少などが生じて所得が相
当程度まで下がつた場合く臨時特例措置として本人申
告の所得見込額を用いた簡易な手続きにより、国民年
金保険料免除申請が可能

討筆湊言等穆李盈恋経寧淡経蓬学写著軍笙拳昇
等専

申請の対象となる期間 :令和元年分 (令和2年 2月 分か
ら令和2年3月 分まで)、 令和2年度分 (令和2年4月分
から令和3年3月 分まで)、 令和3年度分 (令和3年4月
分から令和4年 3月 分まで)

承認の所得基準 :所得が以下の計算本で計算した金額
の範囲内であることが必要
<令和2年度以前を申請する場合>   ｀
118万 円+扶養親族等の数×38万円+社会保険料控除
額等

あ翻 年褒墓騒霰墓盈象含亀万円十社会保険料控除
額等

令和2年2
月以降
に、業務
が失われ
た等によ
り収入が
減少し、
国民年金
保険料の
納付が困
難

個人

以下の2点をいずれも満たした
方

①令和2年2月 以降に、新型コ
ロナウイルスの感染症の影響
により収入が減少したこと
②令和2年2月 以降の所得等の
状況から見て、当年中の所得
の見込みが、現行の国民年金
保険料の免除等に該当する水
華になることが見込まれるこ
と

回保年金課

。日本年金機構が実施し
ている事業であるため、
執行状況は不明

。日本年金機構が実施し
ている事業であるため、
執行状況は不明

39 控除 国
住宅借入金等特別
控除

新型コロナウイルス感染症の影響により、入居期限要
件等が遅れた場合でも、一定の要件を満たせば、住宅
ローン減税の控除期間が10年から13年に延長できる特
例措置

住宅ロー
ン減税

個人

次に掲げる要件を満たす人
・新型コロナウイルス感染症
の影響により、新築した住宅
等への居住開始が遅れたこ
と。
・一定の期間 (新築の場合は
今和2年9月 末、それ以外の場
合は令和2年二月末)までに新
築した住宅等に係る契約を

7奉馬!Vij青柔までに新築し
た住宅等に居住開始している
こと。

税務課
予算措置なし

・次年度適用のた
未定 (令和4年 1月
始〉

め件数
受付開 問合せなし
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の進捗状況 (令和3年度分)4月 16日現在

40 給付
新潟県事業継続支
援金

新型とロナウイルス感染症の感染拡大による外出自粛
等の影響を受けて、売上の減少が続いている飲食事業
者に対し、事業継続に向けた支援金を支給

事業者
事業者

県内で単独店舗を経営する
県内で複数店舗を経営する

20万円
40万円

事業継続 事業者
新潟県内で飲食店又はカラオ
ケ店を営む法人又は個人

産業政策課
・県事業のため執行状況
は不明

・県事業のため執行状況
は不明

41 給付 県
新鴻県文化芸術活
動支援事業補助金

新潟県内に居住、又は県内を主な拠点に音楽、演劇、
舞踊、伝統芸能、美術等の活動を行つている団体又は
個人が行う、新型コロナウイルス感染防止対策を講じ
た文化芸術公演、展覧会等の開催に要する経費に対し
て補助金を交付

・対象経費
(1)文化施設等の施設利用料及び付帯設備の利用料
(2)感染症防止対策に必要な経費 (購入費又は貸借
料)
(3)その他、感染症防止対策に必要な経費 (新規)

感染防止
対策を講
じた文化
芸術公
演、展覧
会等の開
催に要す
る経費を
補助

団体ま
たは個
人

新潟県内に居住、又は県内を
主な拠点に音楽、

―
演劇、舞

踊、伝統芸能、美術等の活動
を行つている団体又は個人

文化振興課
・県事業のため、執行状
況は不明

・県事業のため、執行状
況は不明 現在、市への問合せなし

事業継続 団体

①県内でイベント等を開催す
る団体
②新潟県総合型地域スポーツ
クラブ

スポーツ推
進課

・県事業のため、執行状
況は不明

め、執行状
況

県事業のた
は不明

42 給付 県

新潟県スポーツイ
ベント等再開支援
事業補助金

新型コロナウイルス感染たの影響により再開が進んで
いないスポーツ大会やスポーツイベントの開催、活動
の縮小を余イ義なくされている総合型地域スポーツクラ
プの活動を文援するため、新型コロナウイ″ス感染症
拡大防止対策を講じたイベント等・教室の再開に要す
る経費に対して補助金を交付するぅ

■対象者
①県内でイベント等を開催する団体
②新潟県総合型地域スポーツクラブ

零稲岳艶腎i日 ～令不H4年3月 3と 日
■対象事業
①次のいずれかに該当するイベント等
・県内で開催され広く県民にスポーン・運動の機会を
提供するもの。
・ガイドラインに沿つた感染拡大予防対策を講じてい
るもの。

あ寡橘貫恩審墨亀軽安系全伊夢夢夢祭議尾事?教室i
又は会員だけでなく地域住民も参加できるイベント等
で、ガイドラインに沿つた感染拡大予防対策を講じて
いるものどただし、地方公共団体の委託事業や補助事
業で行うものを除く。
■対象経費※①②共通   i
・体育施設等の施設使用料及び付帯設備の使用料
・感染防止対策に必要な経費 (購入費、賃借料又は人
件費等)
飛沫防止パネル、透明ビユールカーテン、
消毒設備、非接触体温計、マスク、
アルコール消毒液 等
サーモカメラ、サーモグラフィーのレンタル料
臨時に雇用した医療スタンフ等の人件費
■補助率。限度額
①10/10・ 400千円
②10/10・ 200千円

畢躍貪貢費生活・環境部スポーツ課
TB1025-280-5626

内総合型地域スポーツ
プに周知済み

・市
クラ
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の進捗状況 (令和3年度分)4月 16日現在

43 貸付 県
農業近代化資金
【コロナ枠】

貸付上限 :個人1,800万円、法人2億円   |
貸付期間 :7年20年 (据置2～ 7年)以内
貸付利率 :当初5年間実質無利子 (6年目以降は所定の
金利 )

事業継続 事業者

・新型コロナウイルス感染症
の影響により経営に影響が発
生していること等を融資機関
で確認できた主業農業者等
・新型コロナウイルス感染症
による経営環境変化に対応
し、反転攻勢に係る計画を作
成し、その計画の達成が見込
まれると融資機関で確認でき
た主業農業者等    |

農村振興課
・県事業のため執行状況
は不明    ―

・県事業のため執行状況
は不明

44 貸付 県

新潟県セーフティ
ネット資金 (新型
コロナウイルス感
染症対策特別融
資)

上限5千万円、、年利1.15%～ 1.
証制度を利用していること、

75%、 信用保証協会の保
貸付期間10年以内

事業継続 事業者

の
い
支
小

症
て
に
中

染
じ
等
る

感
生
り
あ

必岬
絲
肋

イ
損
資
そ

ウ

ヽ
の
お

ナ
リ
後
す

口
よ
今
た
等

コ
に
は
き
者

型
響
又
を
業

新
影
る
障
企

産業政策課
・県事業のため、執行状
況は不明

・県事業のため、執行状
況は不明

45 貸付 県

新潟県セーフティ
ネット資金 (新型
コロナウイルス対
策伴走支援型資
金)

上限4千万円、年利1.15%～ 1,75%、 保証料ゼロ、貸付
期間10年以内

事業継続 事業者

新型コロナウイルス感染拡大
による影響で売上高が減少
し、セーフティネット保証4
号・5号、危機関連保証のいず
れかの認定を受けて、かつ経
営行動に係る計画を策定した
中小企業者

産業政策課
・県事業のため、執行状
況は不明

・県事業のため、執行状
況は不明

事業継続 事業者

信用保証協会の「事業再生計
画実施関連保証 (感染症対応

謝ぢ、獄寧雷裡提看揮蟹皇毒

=
を行い、金融機関に対して計
画の実行及び進捗の報告を行
う中小企業者

46 貸付 県

経営改善サポート
資金 (事業再生計
画実施関連保証
(感染症対応
型))

上限1億円、年利1.65%(責任共有対象外の保証付)・
1,85X(責任共有対象の保証付)、 保証料率0,2%、 貸
付期間15年以内

産業政策課
・県事業のため、執行状
況は不明

・県事業のため、執行状
況は不明

47 給付
鰯鰯緯瀬酷
傷病手当金の支給

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止を図るた
め、後期高齢者医療制度に加入する被用者が感染した
場合に、対象となる被保険者に傷病手当金を支給す
る。

1日 当たりの支給額 :直近の継続した3か月間の給与等
収入の合計額を就労日数で除した金額の3分の2に相当
する金額 (給与等の全部又は一部を受けることができ
る場合は、支給額が調整されたり支給されない場合が
ある。)
対象期間 :令和2年 1月 1日 から令和3年6月 30日 までの
間で働くことができない期間 (入院が継続する場合等
は最長1年6か月)

感染拡大
防止及び
休業補償

個人

後期高齢者医療制度の被保険
者のうち給与等の支払いを受
けている人で、新型コロナウ
イルスに感染又は感染の疑い
により3日間を超えて働くこと
ができず、その期間に対する
給与等の支払しヽを受けられな
い人

国保年金課

。新潟県後期高齢者医療
広域連合では、県全体で
100万 円の予算計上
(市の予算計上はなし)

ざ新潟県後期高齢者医療
広域連合事業のため、執
行状況は不明
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の進捗状況 (令和3年度分)4月 16日現在

48 減免
鰯銹麟醐酷

後期高齢者医療保
険料の減免

※広域連合で要網
の改正を5月 下旬に
予定しており、要
綱改正後に受付を
開始する。

新潟県後期高齢者医療広城連合では、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により収入が減少した被保険者を対
象に、保険料の減免を実施する。

減免額 :右相対象者①の場合は全額、②の場合は保険
税の一部を減免 (世帯主の減少が見込まれる事業収入
等にかかる令和2年の所得額や世帯主及び世帯の被保
険者全員の令和2年の合計所得金額から決定しま
す。)

減免期間 :令和3年4月 1日 から令和4年3月 31日 までに
納期限 (年金天引きの場合は年金給付日)が設定され
ている後期高齢者医療保険料

選付方法 :令和3年度分の保険料について、徴収しな
いか、歳入した保険税 (料)を還付する。 (歳入還
付)

収入減で
後期高齢
者医療保
険料が払
えない

個人

後期高齢者医療制度の被保険
者のうち次の要件のいずれか
に該当する世帯の被保険者

① 新型コロナウイルス感染
症により、世帯主が死亡し、
又は重篤な傷病を負つた世帯
の人
② 新型コロナウイルス感染
症の影響により、世帯主の事
業収入、不動産収入、山林収
入または給与収入 (以下、
「事業収入等」)のいずれか
の減少額が、前年に比べて
30%以上減少するなど一定要
件に該当する世帯の人

国保年金課
・歳入還付のため、歳出
予算の計上はない

・新潟県後期高齢者医療
広域連合事業のため、執
行状況は不明

49 貸付
社会福
祉協議
会
緊急小日資金

緊急かつ一時的に生計の維持が困難となつた場合に、
費用の貸付を行う。

業蔓基古峰祈 】I雰目鉄肉)※
学校等の休業、個人事

・据置期間  1年以内
・償選期間  2年以内
・貸付利子  無利子
※申請期間を令和3年 6月 末まで延長

生活資金
の貸付

個人

新型コロナウイルスの影響を
受け、休業等により収入の減
少があり、緊急かつ一時的な
生計維持のための貸付を必要
とする世帯

福祉課
・県社協事業のため、執
行状況は不明

・県社協事業のため、執
行状況は不明

生活資金
の貸付

個人50 貸付

福
議
会
協
社
祉
△
奮

総合支援資金
的”妙呻
朝
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川
‥原　
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・
※

】
，

新型コロナウイルスの影響を
受け、失業等により生活に困
窮し、日常生活の維持が困難
となつている世帯

福祉課
・県社協事業のため、執
行状況は不明

｀ ・県社協事業のため、執
行状況は不明
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新型コロナウイルス感染症対策に係るこれまでに講じた事業の進捗状況 (令和3年度分)4月 16日現在

51 給付

学
援
本
支
日
生
機構

日本学生支援機構
奨学金

家計が急変し、急変後の収入状況が住民税情報に反映
される前に緊急に支援の必要がある場合には、急変後
の所得の見込みにより要件を満たすことが確認されれ
ば支援対象となる。

【給付奨学金】
支給月額 9,800円～75,800円
※収入基準に基づく区分、学校の設置者、
通学形態によつて決まります。

【貸与奨学金】
支給月額 20,000円～64,000円
※収入基準に基づく区分、学校の設置者、
通学形態によつて決まります。

詳しくは日本学生支援機構ホームページで確認してく
ださい。
https://wvw.jass9.go・ jp/shogakukin/index.htnl

進学資金シミュレーター
https://剛 w.jass。 .go.jo/shogakukin/oyakudachi/sh
ogakukin―simulator.html

就学支援 個人

・短期大学 。大学 と大学院・
専修学校 (専門課程)・ 高等
専門学校に在学中の人

・学力基準、家計基準あり

学校教育課

。日本学生支援機構が実
施している事業であるた
め、執行状況は不明

∫日本学生支援機構が実
施している事業であるた
め、執行状況は不明

52 貸付 」A
新型コロナウイル
ス感染症緊急紺策
資金

2,000万円
10年 (据置2年)以内
当初5年間実質無利子 (6年 目以降は年

貸付上限 :

貸付期間 :

貸付利率 :

1,4%)

事業継続 事業者
感染症
に被害

1新型コロナウイルス
により直接的・間接的
を受けた農業者

農村振興課
・」A事業のため、執行状
況は不明

・」A事業のため、執行状
況は不明
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広報上越 5月号から抜粋 参考資料

警報期間が長期間に及ぶ中、県民の皆様、事業者
の皆様の感染拡大防止へのご協力に感謝いたします。
県内の感染拡大防止のため、守うていただきたい
ことを次のとおり整理しました。

【感染拡大防止のために守つていただきたいこと】
～マスク、手指の消毒等の感染拡大防止対策を引き続き徹底～

[11他都道府県との往来
◆まん延防止等重点措置が適用された他都道府県
との往来は慎重に検討する      

｀

◆上記都道府県及び緊急事態宣言が発令されてい

た都道府県との往来は以下に注意
。県外での飲み会・接待を伴う飲食は慎重に
。往来後に体調が悪いと感したら、受診。検査を徹底

⇒他県から転勤等で本県にお越しの方は、「新潟県に
お越しの方へのお願い」をご覧ください

[2]飲食を伴う会合を実施する際は、感染防止対策
を徹底

・体調が悪い場合は参加しない(症状消失後も2日はX)
。人数を抑える
。形 式 を 工 夫 (短時間、着座、定員500/o以下、お酌NG等 )
。事業者は店舗に県の「新型コロナお知らせシス
テム」導入を
。会合後に体調が悪いと感したら、受診。検査を徹底

⇒
講狸讐し【

飲食を伴う会合に関するお願い」をご覧

新型コロナワクチン接種を

希望する65歳以上の曽さんヘ

〔今 後】②16歳～64歳の人※①終了後、接種券などを個別に発送

〔対象外】③16歳未満の人 ※4月 14日現在、国で|ま対象外。

各自で事前に予約

した、かかりつけ等

の医療機関で接種を

行しヽます。各医療機

関からの案内に従つ

て、接種を受けてく

ださい。

上越市新型コロナワクチン

コールセンダー

>内容…接種会場、接種券の再

発行など

>開設時間一月～金曜日 (祝日
を除く)午前 9時～午後 5時
な025‐520,8870またIよ
025‐526‐4382

4月下旬～5月上旬に、個別に割り振りした会場や

日時、受付8寺間について、別途通剣します。

)と き…5月 22日〇― (予定)
>会 場…市内8会場 (オーレンプラザ、上越地域医
療センダー病院、上越総合病院、ホテルハイマート、

ュートピアくびき希望館、柿崎コミュエティプラザ、

板倉農業者トレーニングセンダー、浦川原体育館)

>持ち物…接種券、予診票、本人確認書類 (運転免許

証など)

介護保険施設など

に入所・入居さイ1て

いる人は、各施設で

集団接種を行います。

接種 |よ、原則として住民票所在地の市町村で行います。引つ越しをする人や住民票所在地

以外に仕事で長期滞在している人などは、綾種を行う市町村に事前に届け出をすることで、

接種を受けることができます。詳しくは市ホームページをご覧ください。  市ホームページ
"

※接種を希望しない人 |よ、下記の上越市新型コロナワ

`フ

チンコールセンダーにご連絡ください。

Q「こんなときはどうしたらいい?」 困つたときはこちらヘ

靭

新潟県新型コロナワクチン

医療健康福談センター

>内容…副反応の心配やアナ

フィラキンーなど

>開設時間…毎日午前8時30分
～午後 6時
a025‐ 385‐7762

厚生労鶴省新型コ回ナワグチン
コールセンダー

)内容…ワ
`フ

チンの安全性 。有

効性など

>開設時間…毎日午前9時～午

後9時
a0120‐761770(フリーダイ
ヤル)

※電話の掛け間違いが多くなつておりますのでご注意ください。

02021'5 広報樹L=L

令和 3年 4月 16日
新潟県対策本部会議

警報継続に伴うお願しヽ

〔今 回】C力5歳以上の人 (昭和32年 4用 1日以前に生まれた人)

新型コロナワクチンの接種について

ウ)介議保険施設などイ)集団接種会場ア)医療機関

(注)上越市に住民票がある人で、事情により市外で接種したい人


